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第 1章

統計事業の発達と

国家統計局の設立

本章ではタイにおける統計作成事業が､タイ人自身の手でどのように発達してきたの

か､またいつどのような経緯で ｢国際基準｣を採用するようになったのか､さらには

1963年5月の ｢国家統計局 (国家統計事務所､NationalStatisticalOffice)｣の設

立に至るまでの組織 ･機構はどのように変遷したのか､その歴史的経緯と背景を紹介

することにしたい｡また､1997年現在の ｢国家統計局｣の活動も簡単に紹介する｡

1 ラーマ5世王期の統計整備-1910年以前

国家による経済統計の作成は､すでにラーマ5世王期 (1868-1910年)に始まって

いる｡もっとも重要な年次統計の整備は､(1)貿易 ･海運統計 (通関統計)と､(2)

中央財政統計の2つであった.なお､｢人口センサス調査｣の試みは､1852年のラー

マ4世王期から始まっているが､この点については本書第2車を参照されたいO

一方､貿易統計の整備については､天理大学の宮田敏之氏が詳細にまとめているの

で､別途そちらを参照いていただき､ここでは簡単な紹介にのみとどめる｡ l

貿易統計は､1892年の省庁の整備にもとづく ｢関税局｣(KromSulakakon)の設置

により､国家が輸出入統計を把握するようになった｡なお､オリジナルの ｢通関統計｣

のうち､国立古文書館で確認できたもっとも古いものは､1899年版である｡ 】 おそ

らく､これよりもっと古い記録が残されている可能性は高いが､未確諸である｡ 3

もっとも､大蔵省の関税担当部局 (輸出 ･輸入税徴税所など､さまざまの名称で呼

1宮EB敏之 ｢戦前期タイの貿易統計一通関統計と英国領事報告｣(一橋大学経済研究所『アジア長期
経済統計データベースプロジェクト ニューズレター』lo苧)､ll-13ページ;同『タイ貿易統計
史-通関統計と英国領事報告』DISCuSSIOnPaper (近刊)｡
2 当時､東京外国語大学博士課程の柿崎一郎氏による､タイ公文書館所蔵資料の調査結果にもとづ
く｡

31866年のイギリス領事報告をみても､輸出入統計についてはタイ関税局 (CustomHouse)のい
わゆる｢通関統計｣(customs･RetllrnS)に依拠している旨､記録がある.しかし､その書式や記
録は未確認である｡
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ばれた)が､貿易統計をとりまとめたのはずっと早い時期からであった｡とくに､1888

年にイギリス人ウイリアム (I)avidWilliam)が､関税所 (CustomHouse)に雇用され､

1890年から1901年まで 12年間､｢顧問｣として働くようになってから､貿易統計の

整備は進んだものと思われる｡ 4

その後､1901年から1908年まではアンプロース (EdwardAmbrose)､1908年から

23年まではナン (WilliamNunn)が､それぞれ関税局の外国人顧問を務めた｡そのも

とで､まず 1908年には､関税局の中に ｢統計報告課 (KongRai-ngan)｣が設置され､

これは1913年に ｢統計課｣(RongSathiti;StatisticalOfficeoftheCustomsand

ExciseDepartment)に改組された. i したがって､1910年前後辺りを､貿易統計の

本格的な整備が始まった時期とみなして大過ないだろう｡なお､関税局統計課の課長

(代理)を1920年以降務めたのは､｢タイの柳田国男｣とも呼ぶべき民俗 ･歴史学者

のルアング ･アヌマ-ンラーチャトンであった｡ l

一方､政府の公式統計ではなく､外国人が作成したタイの輸出入統計や為替相場に

ついては､1855年から時系列として利用することができる｡いわゆる 『イギリス領事

報告』(TheBritishConsularReport)と呼ばれるものがそうで､タイ在住のイギリ

ス人公使､経済担当書記官などが､本国 (植民地省や議会)の要請に応じて､毎年提

出した報告書が基礎になっているoこの 『イギリス領事報告』は､時系列的統計数字

だけではなく､当時の経済状況や品目別の市場調査結果なども紹介しており､タイ経

済社会史の研究には不可欠の資料となっている｡ただし領事官報告は､公式の ｢通関

統計｣ではなく､あくまで当時のイギリス公使や領事官の関心と力量でとりまとめた

ものであった｡そのため､各報告書の間には著しい精粗の差が見られ､商品分類や数

量単位も連続していない｡なお､参考のために1855年から1913年まで利用できるイ

ギリス領事報告のタイトル一覧を示すと､次のとおりである｡ 7

① 1855-1859/60年 :Siam,AbstractofReportsontheTradeofVariousCountries

andPlacesfortheYeaI,ⅩⅩXX.

② 1863-1885年 :CommercialReportbyHerMajesty'sconsul-GeneralinSiamfor

theYearxxxx.

③ 1886-1913/14年 :DiplonaticandConsularReports,Siam;ReportsfortheYear

xxxxontheTrade(andFinance)ofSiam.

4乃eChz･oLZL'cle&DLz･ectoTyloTC占JDa,Corea,Japan,ThePhJ'JLPPJ'neS,Zndo-Chl'na,StTaL'tC
SettlemeLZtS,SJ'am,BoTZZeO,MalayStates,&a,IiongKong:DallyPressOfflCe.VarlOllSyears
(1892･1901)により確認｡宮田敏之天理大学助教授提供の資料による｡
6TheDirectory&CnL･ODJclelotChLDd,Japan,Coz･eBmIndo-chL如,Stz･aL･tssetLlements,Malay
States,Sl'am,NetheL･18ndsZndJa,BoL･L]eO,ThePhJ'JLPPLneC,&C,EoTtheYeazl1921,The
HongkongDallyPressOffice,1917,p･1154
6末席昭 ｢戦前期タイの関税局の変遷､1855-1939年｣(1998年､内部資料､未刊)
7詳しくは､前掲論文 (注1)､宮田｢戦前期タイの貿易統計- ･｣を参照｡
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もうひとつの重要な年次統計は､大蔵省に所属する外国人財務顧問 (Financial

Adviser)が､EI王に対して行なった 『シャム王国の財政に関する財務顧問報告』

(ReportoftheFinancialAdviser,UpontheBudgetoftheKingdomofSiam)で

あろう｡こちらは1896年から刊行が始まり､1941年まで続いた (統計数字は1895年

から)｡毎年の歳入の内訳､省庁別の経常支出と資本支出のほか､当時の財政状況に関

する財務顧問のコメントがふされ､英語で刊行されている｡こちらの統計データも､

タイ経済社会史研究には不可欠の資料である｡

以上の 『通関統計』､『イギリス領事報告』､『財務顧問報告』のほかに､じつは外国

人が局長 ･顧問を務める各部局も､1890年代末もしくは1900年代初めから､『年次活

動報告』(AmualActivityReport)を英文で作成し､毎年国王に提出したo現在まで

にその存在 (もしくはその一部)をタイ公文書館､大英博物館､大英図書館､東洋文

庫などで確認できたのは､次のような政府部局の年次活動報告である (欠落の年もあ

る)D l

(イ)鉄道局 ｢年次活動報告｣(1897-1935年)

(ロ)道路局 ｢年次活動報告｣(1918-1926年)

(ハ)郵便電信局 ｢年次活動報告｣(1911-1928年)

(ニ)潅親局 ｢年次活動報告｣(1914-1928年)

(ホ)地図測量局 ｢年次活動報告｣(1924-1929年)

(へ)通貨紙幣局 ｢年次活動報告｣(1911-1926年)

(ト)大蔵省中央会計局 (CotuptrollerGeneral'sI)epartment)(1897-1933年)

(チ)教育局 ｢年次活動報告｣(1912-1922年)

例えば､鉄道局の場合には､1897年 (第 1回)から1935年までの年次活動報告が

存在し､30-40ページの部局毎の活動のほか､報告書の末尾には鉄道輸送に閑適する

さまざまな種類の､かつ詳細な統計類が添付されているol

さて､以上の各部局レベルの年次活動報告やそこに添付されている統計データを収

集し､これをひとつの年鑑に編纂し刊行することを目的のひとつとしたのが､大蔵省

の中に設置された｢統計予測局｣(DepartmentOfStatistics;KromSathitiPhayakon)

であった (以下､表 1-1の年表を参照)｡なお､この統計予測局は､先に述べた関税

局の中の ｢統計課｣とは別の組織である｡

8柿崎一郎のタイ公文書館における調査によると､鉄道局､測量地図局､濯概局､通貨紙幣局､教育
局などの『年次活動報告書』の一部が､戦前の大蔵省経済調査局の｢ファイル｣に収録されている｡
タイ公文書館所蔵､NAKo.KhoO301I38

9兼虞暗『戦前期タイ鉄道業の発展と技術者形成』(総合的地域研究15号)､京都大学東南アジア研
究センター､1996年｡



表1-1 タイにおける統計制度の発達年表 (1914-1965年)

1914年4月

1915年 9月

1916年12月

1917年

1920年8月

1921年7月

1926年末

1927年

1929年

1930年11月

1934年3月

1934年 8月

1935年10月

1936年

1937年11月

1946年9月

1949年2月

1950年 2月

1950年3月

1950年5月

1950年12月

1951年4月

1952年

1952年1月

1953年

1955年 2月

1959年9月

1960年4月

1963年5月

1965年8月

大蔵省の中に r統計予測局 (KromSathltiPhayakon)｣を殺鼠
◆アドヴァイザーはケーブル (J.A.Cab一e;1915-21年まで就任)｡

名称を r商業及び統計予測局｣に改称する｡統計作成､協同組合.商業振興の3課構成

商業及び統計予測局が､ rタイ国統計年鑑 第1巷J)を刊行｡

◆モームチャオ ･7ティボンボング .カセームシーが.統計学と経済学を学ぶため､

宮党でイギリスのケンブリッジ大学に留学｡タイ最初の統計学修得者となる｡

商務省と商業普及会兼を新設｡商業及び統計予測居の3課を移管する｡

同省のうち統計関係を大蔵省総務局に戻す｡準局扱いの r統計一般予測局｣を設置｡

◆経済学者トラストラム (A.J.Trustram)が局長に就任 (-1927年まで)｡

◆モ-ムチャオ ･7ティボンボンクがイギリスから帰国.統計予測局長補佐に就任｡

外国人局長の任期が切れる｡以後､局長のポストは空席のままとなる.

◆局長補佐のモームチャオ ･アティボンボングが,実業的な局長となる｡

タイ人だけによる最初の r統計年鑑』 (第 13巻､1927年版)の編集､刊行する｡

ジンマーマン教授をヘッドに第1回農村調査を米タイ共同で実施｡

◆モ-ムチャオ 17ティボンボンダは､大蔵省代表として､この調査に参加｡

統計事業を新設の経済省商業局に移管｡局から課に格下げとなる｡

◆初代課長は､モームチャオ ･アティボンボング｡

｢1937年人口センサス調査｣の準備を統計予測課が開始する｡

統計予AIL課を経済省から首相府内服事務局へ移管する｡

r仏暦2479年統計法』を制定､公布｡

rタイ国統計年鑑 第18巻J] (I933/34年版)刊行｡英語とタイ帯を併記.

r1947年人口センサス調査｣の準備を開始｡
バンコクのエカフェ (国連アジ7極東経済委且会 :EconomicCommissionfor

AslaandtheFarEast:ECAFE)が､統計の整備に関する全集をバンコクで開催｡

◆モームチャオ ･アティボンボングが､タイ側代表として出席｡

統計予;IlJ課を新設の国家経済全集委員会に移管する.

r1950年農業センサス｣作成垂貴会を設 置｡FAOの基準を導入.
タイの統計収集と整備を､国際基準に合わせるようになったのは､この時が最初｡

エカフェが.工業並びに商業の統計整偏に的する会議を.バンコクで開催｡

国家経済会鼓委員会の中に r中央統計事務所 (CentralStatistJCalOffice)｣を設置

IBMのコンピュータを中央統計事務所に導入する｡

r仏唐2495年統計法』を制定､公布する｡中央統計事務所の権限を明記｡

貿易統計作成に対する国擦基準の適用に関する国際会舌に出席｡1952年から

r国連標準国鞍貿易商品分類｣ (SlTC)にしたがった貿易統計の作成を開始する｡

｢仏居2496年工菓センサス作成に関する勅令｣を制定.

r1954年人口動向 .経済調査報告｣の調査開始｡巨億的な職業分頬､産業分類を
採用した最初の調査.報告書全13巷の刊行は1959年｡

国衷経済開発会隷垂鼻会 (NEDB)の中に r中央統計担当部局｣を設置する｡

◆初代中央統計局長に.モームチャオ ･7ティボンボングが就任 (60年､定年退職)

r1960年人口センサス｣を実施.アメリカの援助機的USOMが椿事する｡
NEDBから r国東統計局 (NationalStatistlCal0fflCe)｣を分耕.独立させる｡

｢仏暦2508年統計法｣を制定.公布する｡

(注)モームチャオ 7ティボンボング .カセ-ムシーの葬式本 (1965年3月28E]､タイ文)の

同氏の回想鼠 DirectoryForSlamandBangkok(1916-i923)､国家統計局の資料などよtJ末席作成｡
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2 大蔵省統計予測局と Fタイ国統計年鑑』

1914年4月21日に大蔵省に設置された ｢統計予測局｣は､局長 (chaokrom)の格

が正規の局長 (athibodikrom)よりひとつ低い､準局扱いの組織である. LOもとも

とこの ｢統計予測局｣の新設は､タイではもっとも古い地場銀行である ｢中国サイア

ム銀行｣(1908年設立､Chino-SiameSeBank)が 1913年に破綻し､同行から融資を受

けていた精米所 ･コメ輸出商 (当時､タイからの輸出の40%をカバーする)が深刻な

被害を受けたことに端を発している｡ 11っまり､銀行やコメ輸出商の破綻を目のあた

りにしたラーマ6世王 (治世 1910-1925年)は､商業発展をうながすために特別の政

府機関の発足を意図したのである｡

そのため国王は､当時､大蔵省監査局長会計局長であったグロマムーン･ピタヤー

ロングゴンに命じて､(1)統計データの作成､(2)商業情報の収集､(3)商業知識に関

する普及活動､(4)産業活動の支援の4つを目的とする新しい機関､すなわち ｢統計

予測局｣を設置した｡ 12 そして､局長にはグロマムーン･ピタヤーロングゴンが就

任し､同局の顧問にイギリス人のケーブル (J.A.Cat)1e)を雇用した. 13

｢統計予測局｣が設置された初期に､同局の職員に任命されたひとりにプラヤー ･

チャオナーヌサティティ(本名チャオワ･イントウ-ゲート:1890-1969年)がいる｡

彼は､スワヌグラープ校を卒業したあと､1908年に大蔵省中央会計局に入局し､1910

年1月から大蔵省の奨学金を得て､イギリスで5年間会計学を学んだ｡戦前タイ会計

学のパイオニアの一人である｡プラヤー ･チャオナーヌサティティは 1914年末に､

SeniorBook-KeepingaJldAccountancyofLondonChamberofCommerceの資格を取

得したのち帰国し､ただちに統計予測局に入り､1917年7月に国家歳出監査局 (Krom

TaruwatⅣgoenPhaendin)に移るまで､統計予測業務に従事したD14

次いでこの ｢統計予測局｣は､1年半後の1915年 9月1日に ｢商業並びに統計予測

局｣(I)epartmentofCommerceandStatistics;FromPhanitlaeSathitiPhayakon)

に名前を変更し､同時に組織も ｢準局｣から ｢局｣へと格上げとなった｡この名称変

更と格上げは､同局の仕事に､先に掲げた統計事業とは別に､1916年にピッサヌロー

10プララーチャウォンクー･グロマムーン･ピタヤーロングゴンの『葬式本』(バンコク､1948
年3月22日)に所収の｢経歴｣(PhraPrawatPhraracllaWOngthoeKoromamunPllitllayalongkon)､
37ページより｡以下､『経歴』として引用｡
11同上『経歴』35-36ページ｢中国サイアム銀行｣については､次の文献を参照｡SuehlrO,Aklra.
Capl'talAcczLn7ulatlloLZZnThaL'1and1855-1985.TokyoCentreforEastAslanC111turalStlldleS.
1989.pp.85-86
12同上『経歴』37ページ.
13 DJTeCtOZ･y&ChTODlCJeloz･ChL'L78,Japan,CoL･eamZndoIChina,StL･al'tgSettleD7eDtS,Malay
States,S)'am,Nethez･JaLZdsIndl'B,Borneo,ThePhI'JJbpJLZeS,&C,RolltheYeaz･1917.Tlle
HongkongDallyPressOffice,1917.p.1201ほか､同ダイレクトリーの各年次版より｡
14プラヤー･チャオナーヌサティティ(本名チャオワ･イントウ-ゲート)の『葬式本』(バンコク､
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ク県から始まった協同組合の普及事業や､商業普及活動が加わったためである｡‖

｢商業並びに統計予測局｣に厳しい試験の束入局 したプラ･プラガー トサハゴンの『葬

式本』によると､1916年当時同局は､

(1)統計作成並びに普及課

(2)協同組合設立課

(3)商業振興課

の3つの課から構成されたという.

それぞれの担当官には､統計課に外国人顧問のケーブル､ピッサヌローク県からさ

らにロツプリ一県などへ協同組合の普及を開始した協同組合設立課にプラ ･プラデイ

ットサハガ-ン､商業振興課にイギリスで財政学を学んで帰国したばかりのプラ ･ス

-ムパーニットを､それぞれ任命した｡ll

それはともかく､｢商業並びに統計予測局｣の中の統計課が担当したもっとも重要な

仕事は､『タイ国統計年鑑』(StatisticalYear BookoftheKingdomofSiam)の編

集とその刊行である｡じっさい､1916年 12月には､『タイ国統計年鑑』の第 1巻が刊

行された｡

『タイ国統計年鑑 弟 1巻』は､全体で 11分野､91蓑､235ページからなり､構成

は次のとおりであった.17

(イ)気候 (気温､降雨量など) 7表

(ロ)人口 (1910年以降の性別､年齢別の人口､寺院と僧侶数) 8表

(ハ)財政 (歳入 ･歳出､対外債務､為替､外貨準備金､通貨) 34表

(ニ)外国貿易 (バンコク港の輸出入統計､国籍別海運) 7義

(ホ)郵便 ･電信 ･電話 6表

(へ)鉄道 (延長キロ､旅客数､貨物輸送量) 11表

(ト)教育 (政府 ･民間学校数､教員数､教育支出) 5表

(チ)司法 (刑事事件など訴訟件数ほか) 7衷

(リ)農業 (農家負債､米作植付面積) 3表

(ヌ)アヘン (輸入数量､金額､価格) 2表

(ル)鉱業 (スズの生産高と価格) 1表

(ヲ)度量衡と為替レート

(ワ)索引

1970年2月2日)の ｢経歴｣より｡
15前掲 (注10)『経歴』38-40ページ｡

16元 ｢商業並びに統計予測局｣の会計宮､のち同局次長のプラヤー･タナパーラビシット(パオ･
ミリンクスート)の『葬式本』(バンコク､1971年6月23日)所収の､プラ･プラガートサハゴ
ンの追悼録(AnllSOntaeThanChaokhunThanapharaphlSlt)より｡以下､『追悼録』として引用｡
17DepartmentofCommerceandStatlStlCS,MlnlStryOfFlnanCe,SねtL'stl'calYeazIBookolthe
KJ'ngdon70ISI'&nZ1916,n'zlCtNumbez･.December1916

1-6-



ところで､その後 ｢商業並びに統計予測局｣の活動は次第に拡大していくo統計年

鑑の作成や 『商業ニュース』(KhaoPhanit)の刊行とは別に､協同組合活動はピッサ

ヌローク県からロツプリ一県などにも拡充していった｡また､それまで静観していた

第一次大戦に対して､国王は1917年7月に連合国軍に荷担することを決定し､ドイツ･

オーストリアの枢軸国に宣戦布告するOその際､タイBl内にあるドイツやハンガリー

などの故国資産の管理を全面的に任されたのも､この ｢商業並びに統計予測局｣であ

った｡ 11 さらに､第一次大戦終了後は､商業活動の振興が重要な課題となり､その

面での役割も増大していった｡

その結果､1920年8月に､政府は新たに｢商務省｣(KrasuvangPhanit)を新設し､

そのもとに大蔵省の統計作成事業､協同組合事業､商業振興事業の3つを ｢局｣とし

て移管した｡さらに商務省の上には､現在の経済閣僚会議に相当する｢商業普及会議｣

(SaphaPhoeiphaePhanit)を設置して管理する方針をとった.なお､｢商業普及会議｣

に対しては､イギリスにならって ｢BoardofCommerce(のちBoa.rdofTrade)｣の名

前を付与したが､実際にその活動を指導していたのはフランス人顧問のルメイ (氏.S.

LeHay)であった. 1I また､同会議の垂貞長にはグロマプラ･チャンタブリーナリ

ナ-トが､また､同副委員長にはグロマムーン･ピタヤーロングゴンが､それぞれ就

任した｡川

ところが､翌 1921年7月には､再び統計作成事業のみを大蔵省に戻し､局よりひと

つ下の ｢準局｣として ｢統計予測局｣を再設置するOまた大蔵省への復帰を契機に､

同局の局長には､タイ人ではなく外国人のトラストラム (A.∫.TmStmm)を新たに任

命し､彼が前任者である外国人顧問ケーブルの仕事を引き継いだo ZL

3 モームチャオ ･アティボンボングと統計事業の現地化

1921年に新しい局長となったトラストラムの政府との契約は､27年までであった｡

その任期が切れる1年前の1926年に､｢統計予測局｣は､もっとも重要な転機を迎え

る.というのも､大蔵省の官費留学生として､イギリスのケンブリッジ大学で経済学

と統計学 ･予測科学を学んだモームチャオ ･アティボンボング.ガセームシー (1899

18前掲 (注10)『経歴』43-46ページ｡
19アムマートエーク･プラ･プラモンパンヤ- (本名プラモン.ネ-トシー)の『葬式本』(バン
コク､1971年3月2日)の ｢経歴｣による｡なお､プラ.プラモンバンヤーは､ルメイのもとで
商務省の季刊雑誌と貿易統計の副編集長に､1922年4月に就任している(Ass.stantEdltlOnOftlle
RecordOrganoftheBoardofCommerce)｡
20前掲 (注10)『軽歴』48-52ページ.前掲『追悼録』より.

21D)'Z･ectoz･y&C占Z･onL'clefoTChma,JBPaLl,CoTeamIndO-chLna,StTBL'tsSettleD7entS,Malay
States,SL'am,Nethez･JazzdsZzzdJ'B,Boz･DeO,ThePhJll-ppmes,&C,Foz･theYear1923,The
HongkohgDallyPress,1924,p1163
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～1964年)がタイに帰国し､ただちに統計予測局の局長補佐に就任したからであった｡
21
モームチャオ･アティボンボングは､ラーマ4世王の第30子 (皇子)であるグロマ

ムーン･ティワゴラウォンプラワット (螺細局長)の長男として生まれ､子供時代は

伯父であるプラオンチャオ ･スパーヨツクガセーム (大蔵大臣､1923-29年)の薫陶

を受けた.その後､王宮学校であるラーチャウイタヤーライ校 (8年制)を全学2番､

英語課Elを1番で卒業し､1917年に大蔵省に入省した｡そして､席を暖める暇もなく､

同年イギリスへ官費留学生として派遣されたoイギリスではパブリック･スクールで

学んだあと､ケンブリッジ大学に進学し､そこでタイ人としては初めて統計学を学ぶ

のである｡23

もっとも､彼は在学中に大病に罷り健康を損ねたため､1926年には､勉学の途中で

やむなく帰国した｡とはいえ､帰国後の彼は､統計学に関する専門知識と経験を生か

して､約34年間にわたり､-黄して統計事業の中に身を置いている｡じっさい､戦前

の統計予測初代課長､戦後の中央統計局初代長官をそれぞれ歴任し､タイにおける人

口センサス､農業センサス､貿易統計､労働力 ･事業所統計など､主要な統計の整備

と国際基準化を推進した｡国家統計局 (1963年)の設立を見たあと､翌64年に65歳

でこの世を去っている.したがって､モームチャオ ･アティボンボングこそは､文字

通り ｢タイ統計の父｣であったo

モームチャオ･アティボンボングが統計予測局に入った翌1927年､外国人局長のト

ラストラムが契約期間満了で退任した｡その結果､統計予測局はタイ人だけの組織と

なるOしかも彼の回想によると､統計予測局は当時､モームチャオ .アティボンボン

グ (局長補佐｡局長は以後空席のまま)､事務官 2名､副事務官 2名､事務職員が 1

名の計6名という､きわめて小さな所帯であった｡21 この小人数で､『タイ国統計年

鑑』(当時､12から14の分野､120-140表の統計をカバーする)を編集し刊行してい

たのである｡逆に言えば､『タイ国統計年鑑』の作成は､基本的には先に紹介した各部

局の年次活動報告のデータにそのまま依存していた｡

とはいえ､統計予測局は､モームチャオ ･アティボンボングを実質的な責任者とし

て編集作業を続け､1929年半ばに『タイ国統計年鑑 第 13巻 (1927/28年版)』を無

事､刊行した｡そしてこれは､タイ人が外国人の手助けなしで編集した､最初の記念

すべき統計年鑑となったのである.M ちなみに､第 13巻は14分野､167表､9図(令

22モームチャオ･アティボンボングの詳しい経歴と､彼が関わった統計事業については､次の文献
が詳しいoモームチャオ･アティボンボング･ガセ-ムシーの『葬式本』(バンコク､1965年3月
28日､タイ文)､及びそこに収録されている彼の回想録 ‖HetkanthlKhaphachaoDalPhan
PhopmakhongMomchaoAthlPl10nPhongKasemsrl"(以下､『回想録』として引用)0
28同上『葬式本』所収のモームチャオ･アティボンボング.ガセームシ-の｢経歴｣による｡
24前掲 (注22)『回想録』､5ページ｡
25前掲 (注22)『回想録』､7ページ｡
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計440ページ)に達し､構成は次のとおりであった｡ 21

(イ)気候 (気温､降雨量など) 9表

(ロ)人口 (1910年以降の人口､1919年センサス) lo衷

(ハ)外国貿易 (バンコク港､並びに地方港の輸出入統計､国籍別船舶) 20表

(ニ)運輸通信 (海運､鉄道､道路輸送､水上輸送､民間航空､郵便電信) 30表

(ホ)財政 (歳入 ･歳出､対外債務､為替 ･通貨) 36表

(へ)司法 (刑事事件､破産宣告ほか) 9衷

(ト)教育 (1923年以降の政府 ･民間学校数､教貞数､教育支出) 6表

(チ)物価 (輸入品価格､食品等の小売価格､米価) lo衷

(I))農業 (穀物別植付面積､家畜数､負債､土地転売) 8表

(ヌ)米作植付面積 1表

(ル)鉱業 (スズの生産高と価格､汝深機､シンガポールのスズ価格) 3表

(ヲ)アヘン (輸入数量 ･金額､価格､小売店舗数) 3表

(ワ)その他 (度量衡､外貨準備の変化､外国人出入国､政府雇用者と年金) 13表

(カ)統計要約 9表

(ヨ)索引

その後も彼は､統計年鑑がカバーする分野の拡大や､｢タイ語･英語併記｣の導入(そ

れまでは英語のみ01937年 Il月刊行の第 18巻 [1933/34年版]より実施)を試み､

内容を充実させていった｡ilしたがって､1929年はタイの統計事業にとって､第-の

転機､すなわち ｢統計整備の現地化｣の第 1歩を記す年だったといえよう｡

モームチャオ ･アティボンボングは､こうした 『統計年鑑』の編集 ･刊行だけでは

なく､1930年代初めには､いくつかの重要な統計作成調査にも､専門家として参加し

ている｡1929年恐慌がタイ農村経済社会にどのような影響を与えたのかを調査する､

アメリカの太平洋調査会 (ジンマ-マンのちハーバード大学助教授が団長)の ｢第 1

回農村経済調査｣(1930-31年)､ハーバード大学の｢第2回農村経済調査｣(1934年､

アンドリューズ教授が団長)がそれである｡この2つの調査は､アメリカの専門家と

タイ政府が共同で行なった､タイで最初の ｢全国的な｣経済実態調査であり､土地所

有､農産物流通､家計調査､農民負債､農外職業などを含む､本格的なサンプル調査

でもあった｡ 28 大蔵省を代表して参加したモームチャオ ･アティボンボングが､こ

26DepartmentofGenQralStatlStlCS,MlrListryofFlnanCe,StaLL'CLL'caJYeaz･Bookofthe
Kl-DgdomolSL'aD2BE.2470(1927128), ThJ'rteeDthNumbez.,Bangkok, 1929
27前掲 (注22)『回想録』9-10ページ｡

28Zlmmerman,CarleC･,SJamJRuralEcoDOmJ'cSuz･veiY,1930-1931.Bangkok･BangkokTimes
Press.1931･An drews.JamesM.,SL'amI2L7dRuz･aJEconoml'cSurvey193411935,Bangkok
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の調査から ｢近代統計｣の手法について多くのことを学んだであろうことは､想像に

難くない｡また､1934年には､『1937年人口センサス』の準備委員会にも参加してい

る.

一万､1932年6月に勃発した ｢立憲革命｣は､統計予測局に対しても少なからぬ影

響を与えたo第-に､経済問題を担当する経済省 (KrasuvaJlgSetthalEan)が新たに設

置され､統計予測局は大蔵省から経済省商業局に移管されたOそしてこの移管にとも

なって統計予測の地位は､局から課へと格下げになった (BlユreauOfGeneral

statistics,MinistryofEconomicAffairs).‖ これは深刻化する経済不況のなか

で､統計事業が ｢不急不要の仕事｣とみなされたことによる｡

第二に､新政府は統計事業の法的整備の必要性を認識し､1936年に 『仏暦2479年

(1936年)統計法』(Phraracha-banyatKenSathitiPhayakon Pho.So.2479)杏

初めて制定した｡しかし､この法律は統計担当機関の業務内容や任務を明記していた

たものの､他部局に対して必要な統計収集や統計作成を指示できる権限については､

いっさい触れていなかった｡そのため､モームチャオ ･アティボンボングは､統計事

業機関の独立性 (省からの分離独立)と強い権限を保障する新しい ｢統計法｣の必要

性を､ことあるごとに政府に対して訴えていった｡ ユ0 なお､彼の要望が実現するの

は､旧統計法から数えて16年日､1952年のことである｡

4 統計事業の国際標準化とアメリカ ･国際機関

1941年末の太平洋戦争への参加 (タイ日軍事同盟)によって､タイの統計事業は一

時的に休眠状態に追い込まれた｡実際､『タイ国統計年鑑』は1941年5月に刊行され

た第20巻 (1937/38年版)を最後に､行政上の混乱や紙不足を理由に､刊行が中止

となった｡また､統計予測課の所属先も､商務省データ課や首相府に移り､事務所を

構える場所を捜すのに苦労するありさまだった.ユ1

タイの統計事業が第二の転機､つまり｢統計事業の国際標準化｣を迎えるのは､1948

年から1952年にかけてである｡この国際標準化には､国連アジア極東経済要員会 (エ

カフェ)と､アメリカの経済援助機関の2つが､決定的な意味を持っている (前掲､

表 l参照).

エカフェは1940年代後半から､アジア諸国の経済統計の整備とその国際標準化を意

BangkokTimesPress,1935なお､これに先だつ1929年に､東北タイではガムベーンベット商
務大臣の提案のもとで経済実態調査が実施されている｡MlnistryofCommerceand
CommunicatlOnS.TheEconoHZI'cCoDdJ'tLon50fNoTth-EaStem SJ'am,Bangkok,June1932
29前掲 (注22)『回想録』7ページ｡
30同上『回想録』､6-7ページ｡
31同上『回想録』11ページ｡
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図し､各国の統計官を集めた国際会議を何度が開催した｡また､エカフェに各国政府

が捷出する経済統計 (貿易､労働､農業､工業など)については､所定の方式と国連

基準に従うように指導している｡ 32 こうした会議に専門家として､また､タイ政府

の代表として常に参加したのが､モームチャオ･アティボンボングである｡彼はまた､

アメリカに研修旅行 (1949年)にでかけ､主要な統計調査機関を訪問して､新しい専

門知識をタイに持ち帰った｡

こうした中で､タイ政府は､1948年頃から国連食糧農業機構 (FAO､フアオ)の指

導を受けつつ､｢農業センサス｣作成の計画をたてる｡そして､50年 3月に ｢農業セ

ンサス調査特別委員会｣を国内に設置し､フアオが規定する方式と基準にもとづいて､

最初の農業センサス､すなわち『1950年農業センサス』を作成するのである｡これは､

タイが統計作成に初めて国際基準を取り入れた記念すべき事業でもあったCなお､こ

の ｢特別委員会｣の委員長に就任したのも､やはりモームチャオ ･アティボンボング

であるo ユユ

次いで､同じ1950年 5月には､エカフェが主催する｢工業と商業の統計整備に関す

る国際会議｣が､バンコクで開かれた｡53年に制定された ｢仏磨 2496年工業センサ

ス作成に関する勅令｣は､これを受けたものである｡ただし､実際に最初の ｢工業セ

ンサス調査｣が実施されたのは､はるかあとの64年であった｡

最後に､1952年 1月には､バンコクで国連主催の ｢貿易統計作成への国際基準の適

用に関する国際会議｣が開かれ､モームチャオ ･アティボンボングが､タイ代表団の

団長として､この会議に臨んだoそして､この会議のあと､タイは従来の貿易統計の

分類方式 (戦前から続いている方式)を抜本的にあらため､1954年以降､｢国連棲準

国際貿易商品分類(SITC)｣(1950年､国連決議)を初めて導入し､｢5段階｣方式(Thon,

Huwat,Hu,Hu-noi,KhonRaikan-yoi)に従った品目別の貿易統計を発表するのであ

る｡ユI

さて､もうひとつの契機は､アメリカとの相互防衛協定 (1950年 10月)と並行し

て締結した ｢タイ ･アメリカ技術経済協力協定｣である｡この当時アメリカは､中国

における共産党革命の成功やインドシナにおける共産主義勢力の拡大に直面して､従

来の対東南アジア政策を ｢反共封じ込め政策｣に転換した.そして､タイを反共のた

めの ｢もっとも重要な資産｣と位置づけ､経済援助の提供を計画した. 35 -方､夕

32当時の日本で､アジア諸国の経済統計をもっとも収集していたのは､EI本エカフェ協会であった｡
33前掲『回想録』､20ページ｡タイにおける｢農業センサス｣の変遷については､次の報告を参照｡
重富真一 ｢農業センサスと農業･農村関連統計｣(兼虞昭編著『タイの統計制度と主要経済･政治
データ』アジア経済研究所､1998年､129･152ページ｡

34前掲 『回想録』､21ページ｡なお､1870年代から現在までの120年間の貿易統計を､この1954
年の国際基準にそくして連続データに編集しなおすことが､今回のアジア長期経済統計データプロ
ジェクト･タイ班 (作業従事者は未鹿昭､玉滞美香)のもっとも重要な作業のひとつであった｡

35Randlopll,R.Sean,ThetTDL'tedStatesandThaL'Jand/A111-anceDynam I'cs,1950･1985,
BerkOley●InstltuteOfEastAslanStudies.UnlVerSltyOfCallfornla,1986,pp14-20
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イの側でも､ピプーン首相がアメリカの経済援助計画である ｢ポイント･フォー｣へ

の参加希望を表明していた｡さらにタイの軍部は､当時の朝鮮戦争に参加することで､

アメリカから軍の近代化や武器供与の面で､さまざまの協力が得られることを期待し

た｡

その結果､アジア冷戦の直接の産物として､タイとアメリカの間で､アジア最初の

｢技術経済協力協定｣が締結され､これにもとづいて､タイは多数の官僚､学生 (フ

ルブライト奨学生)をアメリカに派遣した.逆にアメリカは､タイの経済発展を支援

するために､50人近い専門家 (農業､濯慨､運輸､通信など)を同国政府に送り込ん

だOそして､この専門家のなかに､のち第3車 ｢国民所得統計｣で紹介するグールド

(Joseph Could)や統計専門家たちも含まれていたのである｡ユ̀

一方､ピプ-ン政権は1950年2月に､経済問題全般を扱う ｢国家経済会議垂貞会｣

(NationalEconomicCouncil,Sannak-nganSaphaKan SetthakithaengChat)を設

置する｡この会議は､(1)経済問題の協議､(2)経済計画実施のための経済統計の収

集と整備､(3)対外経済援助 (主としてアメリカ)の受け入れの3つを目的としてい

た (第3章を参照)｡

このうち､(2)の日的遂行のために､当時商務省データ局にあった ｢経済予測課｣

を国家経済会議に移管し､｢中央統計事務所｣(CentralStatisticalOffice)に改組

した｡その長官に就任したのは､言うまでもなくモームチャオ ･アティボンボングで

あったoそして､この中央統計事務所の業務と権限を明確にするために制定 .公布さ

れたのが､｢1952年統計法｣である｡37

これを受けて､1950年代半ばから､中央統計事務所は新しい活動を開始する｡先に

述べた統計の国際標準化の延長として､まず1955年2月に､全国規模で人口動態､労

働力､事業所の調査を行なう大掛かりなプロジェクトを発足させた｡このプロジェク

トは､ディルワリ (C.K.I)ilwali,I)r.)など､国連が派遣する4名の外国人専門家の
指導と協力のもとで進められ､1955年2月 (バンコク)から､1956年8月 (北タイ)

まで､1年半をかけてサンプル調査を全国で実施したo

その調査結果は 1959年に 『1954年タイ人口動態 ･経済事業調査報告』(全 13巻､

タイプ印刷､タイ文)として発表されている038 これは､タイ最初の本格的な地域

別の人口動態､労働力､事業所調査であったと同時に､のちの｢1960年人口センサス｣

36sllcock,T.H (ed),ThaL'1and.'SocJalaL7dEconom1-cStudLesI-nDevelopment,Canberra:
AustrallanNationalUnlVerSlty,1967,pp.109,209･210
37前掲 (注22)『回想録』20ページ｡

38この調査結果の詳しい経過と統計は､第1巻に掲載されている｡Samnak-nganSapllaPhatthana
RanSetthakltllaengChat(ed),Ra1-DgBDWlkhz･oPhozzchak血LZSBmurUWatPhawa
PrachakoDIceKaLZSetthakl'tTLuz･akl'cpLoSo.2479 (CentralStatlStlCalOfficeOfthe
NatlOnalEconomlCDevelopmentBoard.FlnalReportofTheDemographlCandEconomic
Survey1954),Bangkok.1959. また､その主な内容については､兼虞昭『タイにおける労働力調
査と事業所調査』一橋大学経済研究所､アジア長期経済統計データベースプロジェクト､DISCuSSIOn
paperNoD97110,September1997.
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の準備作業でもあった｡今日､この調査結果はほとんど省みられることがないが､1950

年代のタイ経済社会を検討する上では､不可欠の統計資料である｡

統計調査とは別に､国家経済会議は､顧問のゴールドの提言を受けて､1954年に会

議内に ｢国民所得課｣を新たに発足させ､国民所得､国民総支出などの推計作業にと

りかかった (第3章で後述)oこうして1950年代半ばには､国家経済会議という同じ

組織の下で､センサスを中心として統計調査を行なう｢中央統計事務所｣(のちの国家

統計局ySO)と､国民所得会計の推計作業を行なう ｢国民所得課｣(のちの国家経済開

発庁NEDB)の分岐が､始まっていったのである.

5 世銀の提言と国家統計局 (NSO)の設立

1957年7月､世界銀行はタイに対する借款供与の準備作業として､ウィスコンシン

大学のエルスウオース教授を団長とする ｢経済調査団｣を派遣し､以後､58年6月ま

で l年間､きわめてインテンシブな経済調査をタイ国内で実施したCまた､調査団派

遣に先だって､国家経済会議内には､57年2月に｢世銀経済調査団協力委員会｣(Khana

Ka皿makaJIRuvatu-凪uekapKhanaSamruvatSetthakitkhongThanakhanLok:Kho.So.

Tho.)が設置され､デート･サニットウォン (国家経済会議委員会副要員長)やプウ

オイ ･ウンバゴーン (中央銀行総裁､1959-71年)たちが､この調査団との連絡調整

にあたった (第3章参照)｡

世銀調査団の調査とその後刊行された提言 (APut)lieDevelopmentProgramfor

Thailand)は､その後のタイの経済政策に多くの影響を与えている｡

第-に経済開発計画の策定とその実施を担当する国家経済開発庁の設立､第二に国

営企業の括動規制と外国人を含む民間資本の積極的な導入､第三に政府の主導による

産業 ･生酒インフラの整備､第四に初等教育の改革など教育整備､がそれであった｡

またこうした政策は､1958年のクーデタで全権を掌適したサリツト･タナラット陸軍

司令官 (のち首相)の ｢国の開発 (phatthanachat)｣の方針とも合致していた.‖

ところで､世銀経済調査団の役割を考える場合､看過すべきでないのは､第-に同

調査団が､滞在中に ｢国民総支出｣の推計を試みたことであり､第二に､彼らがその

提言のなかで､国家経済会議に代わる ｢専門的な開発事務局｣設置の必要性を強く主

張したことであった｡とくに､後者については､タイにおける従来の統計事業取り組

みへの立ち遅れに対する批判が前提となっていた｡そこで少し長くなるが､以下､該

当個所を引用しておこうo ID

89兼虞昭『タイー開発と民主主義』岩波新書､1993年､第1草.
40Thelnternat10nalBankforReconstrllCtlOnandDevelopment,APLrbh'cDeveJopmeDt
PTOgTamlorThal'Jand,BaltlmOre'TheJohnsliopklnSPress.1959,pp2091210.216･217.
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｢(経済データの)分析とその評価という必要な仕事を実施し､結果につながる異体

的な提言を行なうためには､専門的な事務局 (professionalSecretariat)の新設が､

予定している国家開発委員会 (粁ationalI)evelopmentBoard)の技術支援部隊として

不可欠であると､われわれ調査団は提案したい｡かつ､その事務局の長は次官クラス

とし､首相に対して直接責任を負うものとする｡また､この事務局は､各省､並びに

大蔵省の年度毎の予算配分作業から独立しており､既存の中央統計事務所 (CSO)と国

民会計課を直接その管轄下に置く.したがって､現在存在する国家経済会議は解体す

べきである｡｣

｢予定する経済計画の長官が確固たる地位を保ち､事業計画に対して判断を下し優

先順位をつけていくためには､情報収集が必要不可欠であるO- ･･この統計のなか

には､国民所得､資本形成､生産価格､雇用､貿易と国際収支に関するデータや､財

政と金融に関する幅広い統計が必要であろう｡現在､中央統計事務所には数名の専門

家がいるが､今後中央統計事務所以外の20の省庁にも､単なる事務職員ではなく統計

専門家 (Statistician)が､370人相当必要と考えるO｣

｢国連から派遣されたハウザー (PhilipM.Hauser)の最近の報告によると､国連

が5年間にわたって技術援助を捷供したあとも､タイの中央統計事務所 (CSO)は､外

部 (外国人)の支援なしには､依然として近代センサスの作成､サンプル調査､ある

いは統計解析の作業を実施することができないという､深刻な事態にある (したがっ

て､これを改善することが急務である)｣O

こうした提言が､その後､1959年7月に新設された ｢国家経済開発庁 (NEI)B)｣(正

確には国家経済開発会議委員会事務所)､同年9月にNEI)Bの中に設置された ｢中央統

計担当部局｣(SuwanSathitiKlang)の生みの親になったことはもはや明らかであろ

う｡なお､この中央統計担当部局の初代長官に就任したのは､60歳定年直前のモーム

チャオ .アティボンボングであった｡4】

そして､1963年5月には､ⅣEDBのなかにあった4つの部署､つまり､経済開発計画､

国民所得会計､中央統計､対外経済協力のうち､後者2つが分離独立し､対外経済協

力担当部局は ｢対外経済協力局 (KromWithetsahakan)｣として､また､中央統計担当

部局は｢国家統計局(NationalStatisticalOffice;SazDnak-nganSathitihaengChat)｣

として､それぞれ活動を開始するのである｡

1965年8月に制定された ｢仏暦2508年統計法｣はその集大成であり､各省庁から

美に独立した中央統計機関の誕生を意味した.1Z1926年にモームチャオ ･アティポ

41前掲 (注22)モームチャオ･アティボンボンクの『葬式本』の ｢経歴｣による｡

42KongNayOballaePrasanSathltl.NSO,NaenBmSanZnak-DganSathJtIhaeDg(池at,
Bangkok,1997,pp.3･4

-14-



ンボングが､大蔵省経済予測局の局長補佐に就任してから40年目にしての､まさに粁

余曲折を経ての実現であった｡

6 国家統計局の組種と活動

ここでは､簡単に現在の国家統計局 (ⅣSO)の組織と活動を紹介しておきたい｡1996

年末時点での組織は､図1-1と表112に示したとおりである｡まず､組織は国家経

済社会開発庁と敷地をともにする中央統計局 (608名)と地方統計局 (75県､482名)

に分かれ､地方統計局は､人口センサスや社会経済調査の当該県での実施とともに､

必要なデータの収集整備にあたる｡

一方､中央統計局は､(1)データの収集､整備､処理 ･検索､加工､保管などに従

事する分野と､(2)統計の作成並びに分析を行なう分野の2つに大別することができ

る｡そして､(2)の分野は大きく｢社会統計課｣と ｢経済統計課｣に2分される｡さ

らに社会統計課は､主要事業に即して､｢人口住宅統計係｣､｢労働力統計係｣､｢教育社

会統計係｣､｢社会調査係｣(社会指標)の4つの係から構成される｡

国家統計局の統計事業は､大きく(1)人口､商業､漁業､農業､工業の各センサス

(Census,SamatDanO)の作成､(2)センサスではないが､センサスを補完する形で定

期的に実施される調査 (SurveySamuruwat)の実施､(3)定期的に行なわれる特定目

的の調査の実施 (労働力調査など)､(4)不定期に行なわれる特定目的の調査の実施､

(5)他の省庁 ･部局からの委託調査の実施､の5つに区分することができる｡(5)を

除いた (1)から (4)までの事業で､1982年から96年までに実施されたか､もしく

は97年以降計画している統計調査の一覧は､表 113に掲げたとおりであるO

表を見ると､国家統計局は56の分野で調査を行ない､1996年までの実績で､延べ

回数はじつに 348回に及んでいる｡その他に､表には示していないが､同時期に 47

件の委託統計事業を実施している｡中央統計局の人員が600名程度であり､予算規模

が1996年時点で4億バーツであったことを考えると､これは明らかに｢過重負担｣で

あろう｡

例えば､1996年の予算合計4億バーツの内訳は､経常の人件費が1億6200万バー

ツ､臨時雇用費が6130万バーツ､調査にかかる費用(回答者への報酬､調査員の手当､

資材費の合計)が1億4300万バーツであった｡1993年は5億3300万バーツであり､

調査にかかる費用が､この年 ｢農業センサス｣を実施するために､3億6600万バーツ

に膨らんでいるoH しかし､センサスの実施に応じて特別の事業予算を組んでいる

とはいえ､国家統計局の予算規模は決して大きくなかった｡その結果､数多い統計調

査のなかでも､重要な事業はおのずから決まってくるC
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図1-1 タイ国立統計局の組織図 (1997年)

(出所)タイ国立統計局の資料よLJ末席昭作成｡
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表1-2 タイ国家統計局の部署別人旦 (1996年12月現在)

部署 人数 うち上級官吏

(1)中央統計局 608 243

長官ほか 5 5

監査課 7 4

総務課 92 32

データ .統計資料保管課 37 20

統計データ収集課 78 23

統計政策 .調整課 38 15

統計データ処理検索課 120 30

統計データ処理分析課 60 30

統計分析課 96 42

経済統計課 41 21

社会統計課 34 21

(2)地方統計局 482 186国家統計局県事務所 (75県)

(出所)NationalStatisticalOffice,NaenamSamnak-ngan
SathitihaengChat,Bangkok1997,p.22.
(注)上級官吏は､公務員格付けで第5級から第10級までを指す｡
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表1-3 タイ国家統計局の統計調査事業 (1982-1998年)

統計嗣査事業の項目名 実施年 (計画調査を含む) 担当部署

1 人口住宅センサス 1990年 ;2000年 (予定)､10年毎. 社会統計課

2 労tb力調査 (LabourForceSurvey) 毎年3回.1971年より開始. 社会統計耳

3 1988年.第1回日は1966年. 経済統計辞

4 漁業センサス 1985年. 経済統計坪

5 JL業センサス 1993年 (第1回目はl950年). 経済統計課

6 工業センサス 1997年の実施の予定.第1回日はl964年. 経済統計抹

7 経済統計課

8 I菓Pl査 (サーヴエイ) 経済統計課

9 林業サービス業田査 (サーヴエイ) 経済統計課

10 1982-92年､毎年.93年以降中止. 経済統計課

ll 製造業 .商業 .サービス業事業所欺統計 経済統計課

12 製造業 .ビジネス事業所便覧 経済統計裸

13 1984-93年､毎年.94年以降中止. 経済統計課

14 1987-92年 経済統計課

15 表内I業事業所粥査 経済統計許

16 1989-91.94;1998年 (予定) 経済統計課

17 低所得者層の素計支出調査 経済統計課

18 豪計支出の変動に関するデータ調査 経済統計課

19 1992年 ;1997年 (予定). 経済統計課

20 1982-92､94､96年 ;1998年 (予定). 経済統計坪

21

22 小規模路線運斡事業データ調査 経済統計課

23 経済統計課

24 経済統計課

ZS 農業動向変化調査 1983.88年 ;1998年 (予定)
26 人E]住宅センサス結果の詳細分析 社会統計課

27 住宅訴査 (サーヴエイ) 社会統計環

28 人口動態変化嗣査 社会統計課

29 人口出生率調査 社会統計課

30 人口政策目標の評価に関する調査 1989-91年,93年. 社会統計課

31 教育 (統計的係) .教師に関する報告 1982-94年.96年 ;1998年 (予定). 社会統計課

32 世帯に関する基本データ網査 (事前調査) 1982-96年.毎年. 経済統計課

33 非営利民間EZ]体に関する網査 経済統計課

34 漁業動向変化嗣査 経済統計課

35 1982年以降､毎年.?年から開始. 社会統計耳

36 人口移動調査 社会統計課

37 社会嗣査 (児童 .青年嗣査) 1982.83.87.92年 ;1997年 (予定). 社会統計課

38 社会嗣査 (保健 .衛生調査) 社会統計喋
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表1-3 タイ国家統計局の統計調査事業 (1982-1998年)

統計桐査事業の項目名

社会現重 く新聞読者嗣査)

社会調査 (生薬任用状況調査)

社会調査 (タイにおける煙草の喫煙者調査)

社会択空 く文化と余暇時間の利用状況耶査)

社会調査 (国民の世論調査)

社会調査 (子供に関する調査)

中間管理職 ･管理職の関する仕事と失業調査

村落レベル粥萱

公務且の生計文嗣査

事業主の網査??

地方公我見の収入支出に関する桐査

鞍菓別 ･所得賄層別所得分配評価基準調査

国営企業の資本支出統計

地方都市､衛生区､県の公共嶺関の予算データ
県別国民所得 (GPP)

主要地方都市の人口社会動態調査

農村労働力移動gZl査

実施年 (計画調査を含む)

1984.87.89.95年｡
1986年,1年調査｡
1986､88､93年 ;1998年 (予定)｡
1985.90､95年｡3回の嗣査｡
1988.93年 ;1998年 (予定).
1988年.
1982年以降.毎年実施｡
1982-84.86-89.91-92.94-96年｡
1989年以降､2年毎に嗣査人事院の要乱
1983､85-88､90-96年｡不定期｡
1995年より毎年｡
1995年､1回｡
1982年よLJ毎年｡?年開始｡
1982年より毎年｡?年開始｡
1993-95年｡
1998年 (予定)
1998年 (予定)

(注) (1)Natl0nalStatlSltECalOfflCe,NenamSamnak-nganSathltihaengChat.Bangkok,1997,
pp.52156､並びに来演昭の嗣査より作成｡
(2)以上の通常統計作業のほか､特定省庁からの依頼による酷時の統計調査 ･整備が､同期間中に47件ある｡
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｢社会統計課｣が実施する主な事業は､次の2つである｡

(イ)人口.住宅センサス (PopulationandHousingCensus;10年に1回実施､第

2章参照):

国豪統計局の最大の事業で､予算はそのつど別途計上され､予算規模も投入される

臨時雇いの調査補助員の数も抜きんでて多い｡地方での個責の作成は､｢1990年セン

サス｣では､地元の小学校 ･中学校の教員が調査補助員として､また高校の教員がイ

ンストラクターとして､多数動員されたといわれる｡H

(ロ)労働力調査 (LaborForceSurvey;年3回実施):

労働力人口の把捉､失業などを把撞する基本調査で､人口センサスに劣らず､現在

では重要な地位を占めるo｢労働力調査｣については､別途詳しく紹介しているので､

そちらを参照されたいolf これとは別に､国家統計局は､地域間の労働力移動調査

も実施しているが､その調査方式や内容の検討についてはまだ調査していないので､

ここでは割愛する｡

社会統計課は､そのほか人口動態､出生率､マスコミやアヘンに関する社会調査な

ども実施しているO

-方､｢経済統計課｣の調査のなかで重要なのは次の2つである.

(ハ)社会経済調査 ･家計調査 (1986年から2年にl回､実施):

地域別の世帯を基礎とする経済状況､所得分配､消費行動などを示すのがこの調査

で､世銀などが､最近融資にあたってもっとも注目している経済指標が､この ｢家計

所得 ･支出｣の調査である｡

(ニ)農業センサス (10年に1回｡最近は2年に1回に頻度を増加):

タイは農業国であり､農業センサスの充実はきわめて重要である｡ これ以外に｢経

済統計課｣が担当している ｢工業センサス｣もしくは ｢工業調査｣､｢商業サービス業

センサス (もしくは調査)｣は､それぞれ定期的に調査結果が発表されているとはいう

ものの､その調査方式の不明確さ､有効回答率の低さ､予算規模と人員の欠如を考え

た場合､調査結果の利用についてはかなり疑問である.u 結局､国家統計局の調査

事業としては､上記の4つがもっとも重要であり､かつ予算と人員の大半もこの4つ

に集中している｡

43前掲､NSO,NenaJnSamL'ak-ngan ., p24 より算出｡

4咽豪統計局社会統計課人口住宅センサスの担当官からの聞き取り調査(1997年11月､バンコク)｡

45前掲 (注38)未虞昭『タイにおける労働力葡査･･･』参照｡

46 ｢工業センサス｣については､前掲 (注33)未虞昭『タイにおける統計制度- ･』第5章(兼
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7 国家統計局とその他の統計事業の調整

それでは､国家統計局がカバーしていない分野で､他の省庁が独自に作成している

雇清閑連統計にはどのようなものがあるのか.最後にこの点を紹介しておきたい｡47

(イ)国家経済社会開発庁の国民所得統計 (Nationalincome､四半期 .毎年)｡

国家統計局と密接に関連しているが､国民所得統計は同庁が責任をもち､別個に算

出する｡本書の第3章で作成の経緯と利用にあたっての問題点を指摘する｡

(ロ)商務省の貿易統計 (TradeStatisticsandEconomiclndicators､毎年)｡

大蔵省関税局の通関統計とは独自の分野設定 ･品目分類､仕向地 ･輸入先別､地域

別に貿易統計を整理し直し､年次別の統計を毎年作成している.

(ハ)商務省商業経済局の物価統計 (RakhaKhai-song Rakhathai-plik､月別､四

半期別 ･年次別)0

同省が作成している｢卸売り物価｣｢消費者物価｣｢物価指数｣の統計がこれであるO

中央銀行の季報 ･月報に掲載されている統計数字は､商務省提供のものであり､同時

にこの統計は国民所得会計の推計に利用される｡

(ニ)中央銀行の金融統計 (FinancialIndicatorsinThailand,四半期 ･年次別)8

商業銀行､ノンバンク､その他金融機関の晒動､最近では経済危機､通貨危機に関

わる ｢バンコク･オフショア市場｣(BIBF)のデータなどがそれである｡また､商業銀

行やノンバンクの個別企業の営業活動については､バンコク銀行調査部が中央銀行の

委託を受けて､別途年報を作成している(例えば､CommercialBankinginThailand)｡

(ホ)首相府予算局の中央財政の予算､大蔵省中央会計局の予算 ･決算 (毎年).

タイでは予算の策定は首相府予算局と大蔵省中央会計局で決まる｡しかし､中央財

政の歳入 ･支出については､中央銀行レベルと大蔵省中央会計局レベルで､財政統計

の作成方法が違い､データは一致しない.18

(へ)労働福祉省の労働統計 (YearBookofLat)011rStatistics､毎年)0

国家統計局の ｢労働力調査｣の紹介とは別に､事業所､業種別貸金､労働争議､解

雇､労働災害､社会保障､生産性指数などのデータを独自に整備している｡労働争議

の定義などを含めて､その問題点は本書の第 13章を参照｡

(ト)農業･協同組合省農業経済事務所の農業年別農業統計(AgricultllralStatistics,

CropYear‥‥､毎年)｡

｢農業センサス｣がカバーしない農業生産高､植え付け面積､収穫面横､生産者価

虞昭執筆)､｢商業･サービス業センサス｣については､同書の第6草 (遠藤元執筆)を参照｡
47以下については､同上書 (注33)兼虞昭編著『タイにおける統計制度と･･- 』参照｡
48同上書所収､第11草 (東茂樹執筆)を参照｡
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格､畜産､林業などに関する年次データを提供する.｢本テキスト｣の統計は1955年

から､ハンディな ｢要約版｣は1980年から刊行されている｡

(チ)教育省の教育統計 (EducationimBrief､不定期)a

タイでもっとも混乱しているのは ｢教育統計｣であり､もっとも基本的な数字であ

る就学率や進学率さえも､教育行政が多数の省庁 ･部署に分散しているため､正確な

数字を把握することができない｡同様に､国際機関であるユネスコの統計も､定義そ

の他が不明で年次統計としては利用できないO教育統計の整備は､今後の課題である.

(リ)工業省の工場萱鐘統計｡

｢工場法｣にもとづいて登録された工場の統計で､業種分類は労働福祉省とは異な

る｡生産能力や設備の統計に重点を置き､従業員数などは必ずしも正確ではない｡

(ヌ)ェネルギー関係の統計 (EnergySituationinThailand､毎年)0

石油､天然ガス､発電などに関する統計｡

なお､以上の統計のうち一部分は､国家統計局が毎年編集する 『タイ国統計年鑑』

か､中央銀行の 『経済季報』に再録されている｡しかし､『タイ国統計年鑑』も『経済

季報』も､再録するのは数字のみであり､統計作成上の諸問題や現物には細かく記述

されていた注記や補足説明がすべて省略されている.したがって､『タイ国統計年鑑』

などは便利ではあるが､実際に統計数字を利用する場合には､現物にひとつひとつ当

たることが不可欠であろう｡
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第 2章

人口センサス調査

1 タイにおける人口センサス調査の歴史

18世紀から19世紀初めにかけて､世界各国では ｢人口センサス調査｣が実施されたOデ

ンマーク (1769年)をはじめ､ドイツ (1785年)､スペイン (1787年)､アメリカ (1790

年)､フランス､イギリス (1801年)､ベルギー (1831年)などがそれである｡ 1-万､日

本は明治維新のあと､1870年に各地方官に戸数人員の数を報告することを命じ､10年後に

は詳細な 『日本全国人口表』(1880年1月調べ)を発表しているOもっとも､国際基準に従

った人口センサスはずっとあとの時代で､1920年に ｢第 1回国勢調査｣がようやく実施さ

れた｡l

タイで ｢人口調査｣の国家的意思が表明されたのは､ラーマ4世王期､1852年7月7日

付けの ｢比丘､抄弥 (見習い僧)､寺小僧の戸数人員調査 (thansa皿manOkhrua)の実施に

関する布告｣においてであった0 3 この布告の中で､国王は調査の理由を次のように述べ

ている｡

｢バンコク領域内の住民は､じつに多種多様な人種と言葉を話す人々から構成されてい

る｡戸数調査ではっきり把握できているのは､男女の性別､前から住んでいるものだけで

ある｡あるいは､旅行で往来するもの､生まれたものや死んだものの動向だけである｡毎

年の各世帯､各町の正確な人口数は分からない｡バンコクでは､苦から戸数人員調査台帳

を作成しようと努力してきたが､結局､作成できたのは､手首の内側や外側に入れ墨のあ

るものだけであった (当時､賦役労働に従事させる人員を掌撞するために､男子壮丁の手

首に名前や所属先､場所を入れ墨として書き入れ､同時に壮丁登録縛を作った一一一引用者)0

それ以外のものは､その数さえも分かっていない｣｡4

そこで､国王は首都省に対して､バンコクの寺院内に住む比丘､抄弥､寺小僧､壮丁た

ちの人数を調査し､その結果を僧務局 (FromSaJlgkhakari)に報告するように命じたので

ある.これは､古くからある賦役労働のための｢壮丁登録簿｣(hangwao)の作成ではない｡

1Hol上,Stun,TheBureauoltbeCensuSIItsHLStOTyActltltZ'esaLZdOTgaLuZBtJOn,WashlngtOn二The
BrooklngSInstltutlCn,1929.
2速水融『歴史人口学の世界』岩波書店､1997年､98-105ページ｡
81'HalThanSammanolmruaPhikusuSamnenlaeSltyaWat(WanPhutDuan8Raem6mlamPI
CllllWat7July1852),ln伽 chLrD7KotmaL'月ⅥchamSob,Vol.5,pp40-42.
41bid,p40･
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寺院内に住む壮丁義務忌避者の把盤を直接の目的としていたとはいえ､｢戸数人員調査｣

(thanI)anchis即岨弧Okhrua)を明確に意図した､最初の ｢国勢調査｣の試みだったと言

えるだろう.いわば､国家 (国王)が領域内の人民一人一人を把握しようとした最初の試

みであった｡この試みは､結局実現しなかったが､｢戸数人員調査｣を表わすタイ語は､こ

んにちそのまま ｢人口センサス｣として使用されていることに､もっと注目すべきであろ

う｡i

他方､ラーマ5世王期 (チュラーロンコーン大王､1868-1910年)になると､対外勢力

の圧力が強まり､領土内での反乱も顕発した.例えば､1895-96年の現ラオス領ヴイエン

チャンにおけるホ一族の反乱は､バンコク宮廷と国王にとって深刻な問題となった｡反乱

勢力を鎮圧するために､バンコクと北タイ地方国 (ピッサヌローク国､ラムパーン国､ナ

-ン国)から､メコン河を使って軍隊を派遣したものの､鎮圧軍に対する食糧や武器の調

達と補給､そして何よりそれらをヴイエンチャンに搬送するための象や水牛､馬､船舶の

確保が､困難を極めたからである｡l その結果､ラーマ5世王は､一方では鉄道の敷設計

画を真剣に計画し､他方では領土内の人民と搬送用の家畜 ･象の数の調査の重要性を改め

て認識することになる｡初期の人口センサス予備調査 (1904年)が､家畜や象の数をこと

のほか細かく報告しているのは､そうした国王の意図の反映とみなすことができる0 7

以上の目論みと､1892年から開始される地方行政制度の整備のなかで､内務省は､バン

コク近隣地区の人口動向調査を開始した.タイ公文書館に残されている記録のなかでもっ

とも古いものは､1899年に実施された､サムヅトプラガーン､ノンタブリー､ナコンクワ

ン､パトウムタ一二一4地区の調査である｡ 8 そして､1904年 l月から5月にかけて､内

務省の係官を使った人口調査 (thanbanchisa皿manOkhrua)が､全国 17州 (モントン)

のうち12州で実施された｡いわゆる ｢1904年人口調査｣がそれである (以下､表2-1の

年表参照).-その調査結果は､内務省が刊行する季刊雑誌『テーサピバーン(州県)』(1906

年､タイ語)に掲載され ､同時に､当時の英字新聞 (BangkokTimesWeeklyMail,December

6小泉順子氏は､従来のタイ国家の労働力支配が､特定の王族･貴族による傭役農民の支配から､一人一
人の個人の把握に求めていく｢人口センサス｣の発想を､タイにおける国民国家形成の過程として捉え直
し､刺激的な論文を提供している.小泉順子｢徒役と人頭税.兵役の狭間｣(上智大学『上智アジア学』
第17号､2000年､所収)｡

6タイ公文書館所蔵､NARo.5Mo212Ko(LuangPhrabamg);do.(PlllSanulok),do(Lampang) など｡
柿崎一郎氏の調査による｡

7当時の交通手段と､バンコクの王朝の経済統合については､次の文献が詳細に明らかにしている｡柿崎
一郎『タイと鉄道』日本経済評論社､2000年､刊行予定0

81899年の報告書にもとづく (rrBanchiSammamoImruaMuangSamutpr8kan,NakhonImuankllan,
NomthaburlandPathumThanl.March13-August26,18991-タイ公文書館所蔵､NA Ro5
NakllOnban 30/4)｡

9この｢1904年人口鋼査｣は､『タイ国統計年鑑』第1巻では仏暦2488年 (1905年)となっているが､
実際はラックナコ-シン麿123年､つまり1904年に実施された｡-■IntroductoryNoteontheCensus,I-ln
DepartmentofCommerceandStatlStlCS,MlnlStryOfFlnanCe.StatJCtL'calYeaz･BookolthelGLZgJoJ77
olSJam1916 h'TStNumbez･,Bangkok,p13
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表2-1 タイにおける人口センサス関連年表 (1852-1990年)

人口センサス･人口訴査

★1852/07/07

★1899

★1904/01-05

★1909/08/01

★1909/?

★1910-1911

★1911/04/01

★1919/04/01

★1929ノ07/15

*1937/05/23

★1947/05/23

★1960/04/25

★1970/04/01

★1980/04/01

★1990/04/01

人民と素足の調査の布告

サムツトプガ-ン鞄区

人口動態許査

人口センサス予備調査

第lEEl人口センサス調査命令

兼l国人ロセンサス訳査

人口センサス兼1次改訂調査

人口センサス第2次改訂調査

第2Bl人口センサス調査

第3回人口センサス嗣査

第4回人口センサス調査

第5回人口センサス評査

第6回人口センサス調査

第7E]人口住宅センサス詞査

第8回人口住宅センサス調査

第9回人口住宅センサス調査

ラーマ4世王が寺院の僧侶等の詞査にBEIする布告を公布｡

布告の中で.人民と家屋の調査も指示する｡実施せず.

内務省担当｡サムツトプラガーン､ノンタブリー

ナコンク7ンカン､パトゥムクーニーの4県で実施.

内務省担当｡17のうち12のモントン (刺)で実施｡

人種別､男女別人口､兼音数などの詞萱を行なう｡

男性162万4462人､女性168万3570人.計330万8032人

首都省大臣の名前で､ r人口センサス調査｣の方法について

規定した命令を下す.

内務省の住民登録台帳をもとに集計作薫を実施する｡

内務省担当.1909年命令の実施｡男性410万1637人L

女性404万7850人､合計814万9487人｡

内務省P_当｡1909年調査の補足｡男性412万2168人､

女性414万4240人､合計826万6408人｡

内積省担当｡男性459万9667人.女性460万7688人｡

合計920万7335人｡

内務省担当｡男性579万5065人.女性571万1142人.

合計1150万6207人｡

内沫省担当｡男性731万3584人､女性715万521人｡

合計1446万4105人｡

内務省担当｡男性872万2155人､女性872万534人｡

合計1744万2689人｡

経済開発委且会中央統計局担当｡

◆アメリカの援助様BEIUSOMが全面的に協力する｡

国家統計局が担当｡この時から佐宅調査を並行して実施｡

国家統計局がP_当｡

国家統計局が担乱 男性2706万1733人.女性2748万

6797人､合計5454万8530人.

(注)主として次の文献と､人口住宅センサスの各年版により末席作成｡

(A)元センサス課長のチン･チャイブラバーの r葬式本』 (1966年6月20日)｡

ChlnChalPraPha,r■SamanoPrachakonr■,JnBanyallaeKhokhlanthangWIChakan,Samnak-ngan
SathitlhaengChat.ChatphlmPenbannakanhalNganPrarachathanphroengsop

NalChlnChalPraPha,WatMakhutkasatnyararn,20Mlthunayon,2509.pp,79180,
(B)Grabowsky,VoEker,AnEarlyThaJCensus:TransEatl0nandAnaEysIS,Bangkok:

ChuJaEongkornUniverslty,lnstltuteOfPopulationStudleS,1993
(C)末席昭 rタイにおける労軸力調査と事業所調査』一橋大学経済研究所､i997年
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ll,1905)にも､｢解説｣のほぼ全文の英訳と主要データの転載がなされた○川
しかし､この時の人口調査は､性別 ･年齢階層別､人種別の人口数と保有家畜数を一応

集計したものの､調査の方法が不統一であり､さらに調査対象地域には､首都 (グルンテ

ープ)をはじめ､北タイ (パーヤップ)､東北タイ (イサーン)などの重要地域を含んでい

ないという､重大な欠陥が存在した｡実際､当時の主要統計を集大成した 『タイ国統計年

鑑』(StatisitiealYearBookoftheKingdomofSiam)の第 1巻 (1916年)は､この時

の調査結果を収録していない｡

その後､1908年になると､内務省とは別に､首都省 (KrasuyangNakhonban)が､バンコ

ク (グルンテープ州)の人口把握を計画し､外国人顧問ウェスタ-ガ- ト (一ensS･

Westergard)に相談している.そして､1909年 8月 l日に､首都省大臣スクムの名前で､

｢人口センサス調査 (kansaBlruVatSa皿anOkhrua)実施方法の説明に関する命令｣が発

布された｡ 11そして､この時には､首都省がバンコクでの予備調査を､また内務省がすで

に地方で着手していた住民登録の全国レベルでの集計作業を行なった.通常タイでは､1909

年のこの命令の発布とその年に実施された作業をもって､第1回日の ｢人口センサス調査｣

の開始と見なしている｡ 12

1909年の命令にもとづく人口調査の作業は､ラツタナコ-シン暦 129年 (1910/11年)

に､内務省係官によって第 l次改訂調査が実施された. 13 またこの時の調査では､政府が

｢1909年のセンサス命令｣であらかじめ設定した38の職種分類にもとづいて､職業調査も

実施している. 14 ところが､実際の職業調査ははるかに分類が細かくなっており､農業

(4種)､手工業 ･職人業 (21種)､商業 (37種)､その他 (9種)の計71種にわたってい

るO｢その他｣の中には､賃金労働者 (kaJlrap-Chang)､官吏､乞食､農民用の竹帽子作り

職人､賭博場経営者など､雑多な職種が､当時の国際基準を無視して無秩序に含まれてい

た｡この職業鍋査は､就業者数が調査対象地域の実際の全人口を上回るなど､不整合な点

10■1RuangThanSammano･kllruaHunMllang:IlnTnesapkiban.Vol1,No2,Wan-thl1
Purusaphakhom RoSo125 (Mayi,1906),pp.85･103,''TheFlrStCensllSlnSlam:Memorandum
ontlleCensus■1inTheBaDgkokTymesWeekTyMW,Decemberll,1905,pplll16.なお､以上の
結果のオリジナル版の復刻とその独白の英訳は､次の文献にも収録されている｡Grabowsky,Volker,An
Eaz･JyT鮎l'CeDSuS/加 D918tJOnaLZdADalysL'S,Bangkok:Chul810mgknrnUnlVerSlty,Instituteof
PopulationSt･udleS,1993,pp51160,75184
ll■r壬mamsangAtlllbalRanSamruwatSamano･kllruaH(タイ公文書館所蔵､NationalArchlVe,R.6,
Nakhonban271).前掲､グラボウスキーの報告書のなかに､タイ語の前文とその英訳が収録されている｡

Grabowsky,AzzEEZ･IyThaL'Census ,pp65170.87191.
12前掲､'■IntroductoryNoteontheCensus,■11n DepartmentofCommerceandStatlStlCS,Ministryof
Finance,Statl'etL'caJYeazIR)okoltheK1-DgdomolSLam1916 nrsENzzmbeT,Bangkok,p13I
1'Botnam",lnNatlOnalStatlSltica10ffLCe, 1990Populat･10nandHouslngCensllS:Wh oleKingdom,
Bangkol【,1994,p.1.
13｢ラッタナコ-シン磨129年人口調査｣の統計データについては､次の文献を参照. "Yot,Sammano
m ruaRanLlang-ClllPlaeRamSuksa Sok129,"inTheSaPJban.Len13 ChabapPhlSet
SingllakhomRoSo.131(Angust1912),pp250-347.オリジナル･データは､タイ公文書館に所蔵さ
れている(NA R6 Nakhonban,27/4 mongl)｡
14｢39種職業分類｣のタイ語と英語訳は､前掲書(注10)､Grabowsky,AllEaz･JyThaLaDSU3...,pp69-70,
90･91
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が多かったために､結局､公式記録からは削除されたが､社会史の観点から見直すと､す

こぶる興味あるデータである｡li

それはともかく､ラッタナコ-シン暦 129年の改訂調査は､全国のすべてを十分カバー

しきれず､完全なものではなかった｡その結果､翌ラツタナコーシン磨 130年 (1911年 4

月)に､第 2次改訂調査が実施されたOいわゆる ｢1911年人口センサス改訂調査｣がそれ

であるoただし､この調査結果も思わしくなかったようで､詳細な統計は刊行されないま

ま､要約したデータのみが､のちに 『タイ国統計年鑑』第 1巻や第 3巻に収録されるだけ

となった018

第1回目の人口センサスは失敗に終わったものの､それから10年後には､第2回目の｢1919

年人口センサス調査｣が実施され､ようやくセンサスの体裁を整え始める｡17 そして､第

3回日の ｢1929年人口センサス調査｣lL､第4回日の ｢1937年人口センサス調査｣Hと､回

を重ねるにつれ､調査方法や統計手法も改善され､職業調査の分類も当時の国際基準へと

近づいていった｡

2 ｢1937年人口センサス｣の意義

戦前の人口センサスでもっとも内容が充実し､かつデータの信頼性も高いのは､｢1937年

人口センサス｣である｡同センサスの場合には､労働力人口 (10歳以上)を､次のような

9つの産業に大分類し､さらに40の業種に中分類して､男女別の就業人口数を公表してい

る. ZO すなわち､

(1) 農林漁業､

15この71種にわたる職業調査の結果については､タイ語のオリジナルと翻訳を､次の文献に掲載してお
いた｡未虞昭『タイにおける労働力調査と事業所調査』一橋大学経済研究所中核的拠点形成プロジェクト､
1997年､10-12ページ｡

16 ｢1911/12年人口センサス改訂調査｣については､次の文献にその調査結果が収録されている｡
DepartmentofCommerceandStatlStlCS,MlnlStryOfFlnanCe.StadSdcalYeazIBookoltheRhgdoh70f'
S]'am1916 Ei-TStNumbez･,Bangkok,pp15-23'do.StatlStlCalYearBookoftheKlngdomofSiam
1918 Thlrd Nllmber,Bangkok,pp.15-23.
17 ｢1919年人口センサス調査｣の結果については､『タイEg統計年鑑』第7巻 (1922年版)に要約が掲
載されているが､より詳しいデータは､次の文献を参照｡DepartmentofGeneralStatlStlCS,MinlStryOf
FlmanCe,StadstI'calYeu月血 oltheRjngdomolSl'amISLZSELghthNumber,Bangkok,December1923,
pp20-27.
18 ｢1929年人口センサス調査｣の結果と｢1919年人口センサス調査｣との比較については､次の文献を
参照｡DepartmentofGeneralStatlStics,MlnlStryOfFlnanCe,StatL'stL'cBJYeaz･BookoltheRl'ngdomol
SL'anZBE247'2(19L2913a),FLlteenLhNumber,Bangkok,pp40･52.
19 ｢1937年人口センサス調査｣にの結果については､まず『タイ国統計年鑑』第20巻にその要約版が紹
介され (48-57ページ)､その後､戦後になって刊行された第21巻には､より詳細な集計結果と1919年
以降の ｢人口センサス調査｣の比較の数字が掲載された｡CentralSemceofStatistlCS.Statl'stl'calYear
BookoltheRl'Dgdomof7加)'JaL'd,No21,B.E.2482(1935/40)Eo2487(1944),Bangkok,pp54183
20前掲､兼虞『タイにおける労働力調査-.･』15-16ページ(注13に引用).centralSemceofStatlSt,lCS,
Statl'sb'calYeaz･Jbokoltheli3L]gdomolSJam,No.21,BE.2482(1936+40)to2487(1944).Bangkok.
pp.80-83.
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表2-2 セクター別業種別労働人口の分布 (1937年センサス､10歳以上)
(単位 : 人)

セクター/業種 合計 男子 女子

合計 労働人口 6,823,556 3,598,247 3,225,309

(1)農 林 漁 業 6,044497 3,030,8 9 7 3 ,013,600

1 農業､畜産 5,985874 2,985310 3,00055～564

2 林業､狩猟 21359 15930 429

3a 海洋漁業 288808 236349 4593b 淡水漁業 456 308 148

(2)鉱 業 . 採 坂 業 17512 155 8 3 1929

4 金属鉱物 152071 1380 7 12645 非金属鉱物 441 1,776 665

(3)製 造 業 110,362 77,2 4 2 33 20
6 食品製造 . 23251 19,5 2 4 3727
7 飲料製造 2075 1,903 17Z
8 タバコ製造 1604 638 966
9 化学産業 ～379 1,371 1,008
10 木材産業 15367 12,828 ～,539
11 紙産業 531 359 172
12 印刷､製本 3,600 3,238 362
l3 草､皮革製品 1,489 一,3 7 2 ー17
14 錯雑産業 13,898 3,181 10,717
15 衣類産業 16,827 8,641 8,186
l6 電気､水道供給★ 1,637 1,571 66
17 非鉄金属産業 7,544 4,828 2,716

19 基世金属製品 5,399 4,671 728
20 機械.家電.自動車 4,339 4,17 4 165
Zl 科学枚器､精密機器 7,292 6,363 929
ZZ その他 427 285 142
23 分類不明の製造業 1,211 963 248

(4)建 物 . 建 設 業 22828 21792 1103624 建築.建設産業 22828 Zt792 036

(5)鎗 迭 - 通 信 業 57905 55650 2,255
25 鉄道輸送 12832 12599 ～SS

26 道路輸送 25421 24861 声60
27 水上輸送 16005 14754 1,251

28 航空輸送 1～389 123 1 3 76
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表2-2 セクター別業種別労働人口の分布 (1937年センサス､10歳以上)
(単位 : 人)

セクター/業種 合計 男子 女子

合計 労働人口 6,823,556 3,598,247 3,225,309

(6)商 業 . 貿 易 . 金 k 30 20 1886ー6 1 14904

30 卸売り､小売り 291811 183410 17 1 1127 94

3l 金融.銀行､保険 44 42 9 915

32 代理店業務 365 170 195

(7) ホテ ル . サ ー ビス業 142 24 92 207 49 917

33 宿泊施設､飲食店 5 026 33038 20988

34 清掃.公衆サービス 5 23 40 98 13825

35 義手､個人向けサービス 2 64 143820 14,34436 娯糞､スポーツ施設 311 SSt 760

(8 ) 公 共 サ ー ビ ス ほか 10 925 98 8 01 815 12437 医療､葬儀サービス38 教育､宗教､芸術 3 864691 729969173 895518
6 370 61659 711

(9)事 務 サ ー ビ ス 17 83 17459 424

(注) (1)*電気､水道供給を製造業に含める｡

(2)**タイ語でサミアン (事務職員)と呼ぶ｡具体的に事務職をどう限定するのか不明｡

(出所)StatistlCalYearbookofSlam l939/40-1944,pp.80-83よt)作乱
(度資料)1937年センサス結果｡
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表2-3 労働人口の産業別､人種別､男女別分布 (1937年センサス)

(単位 :人､%)

(1)全労働人口 合計 タイ人 % 中国人 % その他国籍

農 林 漁 業 6,044497 5.931211 9 1～2926438 81,817 1.443.142.～48.021.636.931.73.74.0 31,4695

鉱 Lll.深 ま民 業製 造 業 .手 工 業 17110512862 861966201 5155 7,55146,748 992,913

建 物 . 建 設 業 22828 ll156 48 10,963 709

輸 送 業 57905 44142 7 12.505 1,258

商業 .貿易 .金融業 303520 183811 60 112,150 7,559

ホテル .羨事手伝い 142124 91465 64 45,078 5,581

公 共 サ ー ビス 業 106925 101860 95 3,996 1,069

事 務 職 17883 16957 94 710 216

合 計 6,823,556 6,450.769 94.5 321,518 4,7 51,269

(2)男子労働 合計 タイ人 中国人 その他国籍

農 林 漁 業 3,030897 乙956900 97627479048 54,637 1.8 .46.151.749.422.148.941,63.84.0 19,36084

鉱 LLJ .採 掘 業製 造 業 .手 工 業 1577583242 735509268 4845 7,18039,949 92,025

建 物 .建 設 業 21792 10336 47 10,761 695

輸 送 業 55650 42104 75 1乙304 1,242

商業 .貿易 .金融業 188616 90438 47 92,220 5,958

ホテル .素手手伝い 92207 48892 53 38,331 4,984

公 共 サ ー ビス 業 98801 94207 95 3,708 886
事 務 職 17459 16552 94 698 209

合 計 3,598,247 3,302,206 91.8 ･259,788 7.2 36,253

(3)女子労働 合計 タイ人 中国人 その他国籍

農 林 漁 _莱 3,013,600 2,974,311 98.7 27,180 0.9 1乙109

鉱 山 .採 掘 業 1,929 1,457 7553～43325 371 19.～ 101

製 造 業 .手 工 業 33,120 25,933 78 6,799 20.5 388

建 物 .建 設 業 1,036 8ZO 79 ZOZ 19.5 14

♯ 送 辛 2,255 ～.038 90 201 8.9 16

商業 .貿易 .金融業 ll4.904 93,373 81 19,930 17.3 1,601

ホテル .家事手伝い 49,917 42,573 85 6,747 13.5 597

公 共 サ ー ビス 業 8,124 7,653 94 288 3.5 183
事 務 職 424 405 95 12 2. 7

(出所)CentraJServiceofStatistlCS,StatlSticalYearBookofThailand,No.Zl,
B･E･2482(1939-40)toZ487(1944),p.75より作成｡
(注)労働人口は､10歳以上の経済活動人口をさす｡
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(2) 鉱業 ･採掘業､

(3) 製造業､

(4) 建物 ･建設業､

(5) 運輸 ･通信業､

(6) 商業 ･貿易 ･金融 ･保険業､

(7) ホテル ･サービス業､

(8) 公共サービスほか､

(9)事務サービスほか

以上の9つがそうであった｡また､製造業の場合には､その中身がさらに ｢23業種｣に中

分類されている (表2-2参照)0

この職業分類は､戦前の調査の中ではもっとも詳細な統計数字であるOタイの中国人社

会史の研究で有名なスキンナ-が､戦前タイにおける人種別社会構造の分析の基礎データ

を､このセンサスに全面的に依拠しているのは､これに代わる社会調査が存在しないため

であるo IL もっとも ｢1937年人口センサス｣は､｢電気 ･水道 ･ガスその他｣といった公

共サービス関係を､現在のように分離せず､｢製造業｣のなかに含めていること､事務職員

(Sa皿ien)を別個独立させていることなど､その後の国際産業分類とは異なる方法をとっ

ているoまた､｢商業ほか｣の大分類のなかに ｢代理店業務｣の項目をたてるなど､ユニー

クな分類も見られたo

｢1937年人口センサス｣のもうひとつの特徴は､人種別 (タイ人､中国人､その他)､男

女別､セクター別に労働人口の構成が判明するという点である｡表2-3は､この点に注目

して労働人口を整理したものである｡人種別職業分布を全国レベルで示した統計は､戦前

の場合､｢1937年人口センサス｣が唯一の資料である｡なお､蓑から分るように､タイ人は､

鉱山･採掘業､製造業､輸送業､商業 ･貿易 ･金融業など､通常は中国人が支配的である

と思われてきた分野にも､多数存在した｡換言すれば､｢タイ人は農業､中国人は商業か賃

労働｣という通説がいかに間違っているかを､蓑2-3は示しているのである｡ Zl その意

味で､｢1937年人口センサス｣はもっと活用されてしかるべきであろう｡

次いで､第二次大戦終了後まもなく実施した ｢1947年人口センサス｣になると､職業調

査について言えば､今日の国際基準にほほ合致した ｢産業 9大分類 ･39中分類｣の方法を

採用している｡23 ただし､｢1947年人口センサス｣は､終戦後の政治的混乱のさなかに実

21sklnner,Wimam.Cht'nesesociety)'nThaLlJand:AnAzzalj7tt'calH)'stoL･Y,ItllaCa･CornellUnlVerSlty
Press∫1957,pp.300̀305
22タイの賃労働史については､次の文献を参照｡宋虞昭｢タイ労働史研究の試み｣(上智大学アジア文化
研究所『上智アジア学』第19号､2000年3月､所収)0
23 ｢1947年人口センサス調査｣の結果については､次の文献を参照｡CentralStatlStlCalOffice,Ofaceof
theNationalEconomlCCouncil,SEatL'stz'caJYeaTB?okoltheKDgdomolTnall1aDd,No.22,BE.2488
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施したものであったから､データの信頼性については当然ながら低いOしたがって､戦後

の本格的な人口調査の開始年は､｢1960年人口センサス調査｣と､それに先だって中間作業

として実施された ｢1954年人口動態･事業経済調査｣(第1章参照)に求めるのが､妥当で

あろう｡11

3 日960年人口センサス調査｣と F指導マニュアル』

弟1章で見たように､1950年に商務省統計予測課は､新設の国家経済会議委員会事務所

に移管となり､新たに中央統計事務所 (CentralStatisticalOffice)となったOそして､

｢1952年統計法｣の制定により､人口を含むあらゆる ｢センサス調査｣の任務と範囲､そ

れを遂行するための権限が､中央統計事務所 (のちの国家統計局)に与えられたoli

当初タイ政府は､第6回日の ｢人口センサス調査｣を1957年に予定していた｡しかし､

準備その他の関係で､この計画は1960年に延長となる｡代わりに1955年2月から1年半

かけて､国連の技術専門家デルワリたちによる指導のもと､中央統計事務所が ｢1954年人

口動態 ･事業経済調査｣を実施した｡これはすでに述べたように､タイで最初の国際基準

に従った､詳細な地域別の人口､労働力､事業所の調査であった｡同時に､この時の調査

は ｢1960年人口センサス調査｣の準備作業にもなったのである｡

1959年7月に､｢人口､並びに農業センサス調査実施のための勅令｣が公布され､60年4

月25日をもって､第6回目の人口センサスを実施することが決定されたDそして､1959年

9月に設置された国家経済開発庁中央統計担当部局､その所轄下にある｢センサス･調査課｣

の課長 (ChiefoftheCensusaJldSurveyI)ivision)のモームルワング･トウ-イ･チュ

ムサーイを責任者とし､もと統計予測課センサス担当責任者 (1947年センサス)であった

チン･チャイパン主席統計官と王立地図測量局のヨート･プングラオーを協力者として､

運営委員会を発足させた｡なお､この運営委員会に全面的に協力し技術指導を行なったの

が､アメリカの援助機閑であるUSOM (UnitedStatesOperationHission)と､そこか

ら派遣された専門家ワイン (WallerWyme)であったcll

同グループが作成した 『1960年人口センサス調査指導マニュアル』(以下､『指導マニュ

アル』と表記)によると､調査グループの編成は次のようになっている｡

まず､中央統計担当部局の下に ｢フィールド部隊｣を設置し､そのもとに県監督官を置

(1945)to2498(1955:),Bangkok,pp.45･75
24｢1954年人口動態.事業経済調査｣の意義とその調査結果については､前掲､兼庶昭『タイにおける
労働力調査- ･･』(20-26ページ)で､詳しく紹介しておいた
26人ロセンサス調査の実施の細かい規定は､『1952年統計法』の第12､13条､第16-19条による0
26CentralStatistlCalOface,NationalEconomlCDevelopment】∃oard,I:27eSJxthPopulat1-0nCeLlguSOl
Thal'1andB･El2503(1960):MamlaJolZnstz･uctLloDSloL･SuperT7'sug,Bangkok,February2503(以下､
『指導マニュアル』として引用する)Dなお､私 (未虞)が入手できたのは､｢英語版｣のみで､オリジナ
ルはもちろんタイ語である｡
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くDこの県監督官は､県の政府官吏から任命し､国家経済開発庁が派遣する技術専門家の

協力と指導を得る｡県監督官の下には都責任者 (役人)を任命し､さらにこの下に3000名

の ｢クルーリーダー｣(Crewleader)を配置する｡クルー1)-ダーは､市や地域の役人､

村長､もしくは教師の中から選ばれた｡そして､このクルーリーダーの指示に従って､計

1万8000名の ｢調査員｣(enl皿eratOrS)が､指定された区域で聞き取り調査と所定用紙へ

の記入を行なういうのが､センサス調査の組織図であった｡｢調査員｣は､原則としてバン

コク･トンプリ一地区の学生を動員することが､｢1952年統計法｣の第4条で明記されてい

る｡ 門

調査員たちは､まず事前に入念な説明を受け､所定のマニュアルに従って､調査担当地

域の詳細な ｢地EEE｣を作り､毎日の活動スケジュールを作成した.そして､このスケジュ

ールに従って行動し､その行動日誌の記録と報告を義務づけられていた｡また､①調査対

象の被調査者が居住地にいる場合には､黒色でプリントされた所定用紘 (様式PCl)を､

②居住地でない場所での聞き取り結果は､緑色で印刷された所定用紙 (様式pC2)をそれ

ぞれ利用することも､義務づけられている｡28 また､記入にあたっては､調査員､被調査

者の双方の誤解を避けるために､『指導マニュアル』には､｢独身､結婚､離婚､死別｣､あ

るいは ｢源泉別収入内訳｣を､絵入りで示す工夫もなされているo

｢1960年センサス調査｣では､調査から除外すべき人間として､外国から派遣されてい

る軍人や外国人居住者､さらに山岳少数民族 (Hilltribes)､森林民族 (jungletribes)､

帰属先が不明確な海洋居住民 (chaole,chaona皿)を掲げている｡また､被調査者の回答

を確認するために､行政上の ｢住民登録簿｣｢出生届け｣｢居住許可書｣｢租税台帳｣の写し

も､調査員にはあらかじめ手渡された.M 第l回目の人口センサス調査 (1910年)が､タ

イ領域内に居住するあらゆる外国人､民族を対象としていたのに対して､文字通り｢タイ

国民調査｣が日的となったわけである｡

『指導マニュアル』には､被調査員との良好なコミュニケーションを維持するための､

詳細な助言も記載されている｡通常の人間が耐えうる聞き取り調査の時間は30-45分の間

であるから､インタビューの仕方に工夫をこらすこと､多くの住民が調査の目的を､｢強制

労働の徴発｣｢財産没収｣｢新規課椀｣｢犯罪調査｣と誤解し､回答を忌避する可能性が高い

ので､その恐怖心をまず取り除くことの重要性とそのテクニックも､『指導マニュアル』は

記載している｡ ユ0

さて､｢1960年人口センサス調査｣の調査貞 (多くは学生)の日当は､15バーツに設定

された031彼らはほぼ1カ月この仕事に専念したから､仮に1カ月=30日の実働に換算す

ると､月収は450バーツとなる｡当時の紡績女工の平均賃金が月換算で360バーツ､織布

27同上書､『拍導マニュアル』､11ページ､27-29ページ｡
28同上車､『指導マニュアル』､78-79ページ｡
29同上書､『指導マニュアル』､12-13ページ｡
80同上書､『指導マニュアル』､15-16ページ0
31同上台､『指導マニュアル』､44ページ｡
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表2-4 日 960年人口センサス｣用の準備書類と資材一覧

フォーム番号 フォーム内容､資材 数量

PC1 調査員記入用の所定様式書類 (居住他用) 5,400,000

PC2 調査員短入用の所定様式書類 (非居住地用) 1,400,000

PC3 出生年を年齢に換算する表 20,000

PC4 人口登録の写し (各調査地毎) 170,000

PC5 行政区の世帯リスト (調査地毎) 300,000

PC6 調査鼻の活動日誌､再訪問記録用紙 80,000

PC9 調査地の地図作成用の用紙 155,000

PC10 地図作成に使用する目印記入用紙 20,000

PCll 所定様式書類を77イルする封筒 50,000

PC12 調査員の記入のための台板 16,000

PC17 調査鼻の活動記録の報告用紙 40,000

PC21 センサス調査員用のマニュアル 19,000

PC22 センサス調査指導且用のマニユ7ル 900

PC23 調査員訓練用のマニュアル 900

PC24 調査員がつけるバッジ 19,250

その他 ｢1952年統計法｣ 1180000その他 センサス訴査のための公告ポスター 000

その他 黒鉛鉛筆 40000

その他 赤青色鉛筆 20000

その他 消しゴム ZO000

その他 クリップ 202000

(出所)CentralStatistical0ffJCe,NEDB,TheSixthPopulatl0nCensus

ofThallandB･E･2503(1960):ManualoflnstructionsforSupervisors,
February2503,pp.145-146よリ抜粋して作成｡
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工のそれが300-350バーツ､精米所労働者の月換算の賃金が500-600バーツ､事務員が

800バーツ､エンジニアや経理主任の月給が1400-1600バーツであった031学生のアルバ

イトとしては､比較的割りのよい仕事であったと言えよう｡

最後に衷3-4に､人口センサス調査で使用した所定の書類とその他資材の一覧を掲げて

おく｡これを見ると､調査員全貞に対してバッジが配布され､それをつけて訪問したこと､

また､全国で18万枚に及ぶ公告ポスターが貼られたことなどが判明する.この表を見る限

り､｢1960年人口センサス｣が､全国規模で本格的な調査を目指したことが分かるだろう｡

｢1960年人口センサス｣の成功は､以後10年ごとに行なわれる人口センサス作成事業の

雛型になり､同時に国家統計局のもっとも重要な仕事になった｡通常は､センサスが実施

される年の 3年前から特別の予算が計上され､バンコク近隣地区での試験的調査事業､指

導員の訓練､組織の編制がなされ､本プロジェクトの実施､そして人口センサス結果の刊

行に至るまで､5-6年間費やす-大事業である｡33 また､回を重ねる毎に､個票データの

収集方法 (1990年人口センサスの場合には､クルーリーダーのみならず､調査員のレベル

まで学校の教員を動員した)､データの処理システム､調査結果の経済的社会的分析の面で

改善が重ねられてきたoただし､1997年の経済危機を契機に､国家統計局の予算が大幅に

カットとなり､予定されていた｢2000年人口センサス｣の準備は遅れ気味となっている.31

そのため､センサスの最終報告も例年よりは遅れる事が懸念されている｡

32DIVISIOnOfLabor,DepartmentofPubllCWelfare,MlnlStryOfInterior, rrR8ユ･nganSathltl
RaerLg-ngan:RanSamruwatAtra王ma-CllangDotChallakhongKhonTham-nganhalKlletChangwat
phranakl10nlaeThonburiP12503(WagesSuⅣey1960)ll,1nBulletZ'n,No7,November1961. 同報告書
の表3､表7､表9による｡

33国家統計局での筆者の聞き取り調査結果 (1997年11月､バンコク)
34国家統計局での筆者の聞き取り調査結果 (1999年3月､バンコク)
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第 3章

国民所得統計

1 国家経済会議と経済計画の策定

タイにおける国民所得統計の作成は､経済開発計画の策定の試みと密接に関係している｡

第 1章で述べたように､国民所得推計は､1950年9月締結の ｢タイ･アメリカ技術経済援

助協定｣にもとづいて､多数の専門家がタイに派遣されたことから始まった (表 3･1の年表

参照)｡ つまり､同協定に先だって 1950年2月に､まず国家経済会議 (NEC)が設置さ

れ､同会議の統計専門家 ･経済顧問 (economicadviser)としてアメリカ人のグール ド

(JosephGould)が任命されたoグールドは､1952年7月に統計作成事業について提言を

行ない､そのなかで ｢国民所得調査課｣の新たな設置を提案したOそれとと同時に､彼は

1938/39年､1946-50年の国民所得会計について､タイ最初の推計を試みた人物でもある

(後述)01

より具体的にみると､グールドは報告書の中で次のように提言している｡すなわち､

｢すでに我々が開始している統計分野の仕事を適切に遂行するために､国民所得調査課 (a

NationalIncomeResearchI)ivision)を政府自身が設置し､かつ3つの仕事を実施するよ

う訓練した人員を配置することが緊急の要件であると考える.3つの仕事とは､(9国民所得

推計や国民所得会計に関連する数字を作成するために､適切にデータを確保すること､②

収集したデータを適当な形式に整備すること､③その数字を定期的な刊行物､少なくとも

年次報告の形で刊行し､国民所得会計や関連する指標の経済分析を提供すること､以上の3

点である｣｡ 2

その結果､政府は 1954年に､国家経済会議委員会事務所のなかに､｢国民所得課｣

(NationalAccotlntSDivISion)を設置し､外国人専門家の指導と協力を仰ぎながら､デー

1Gollld,Joseph,nPrellmlaryEstimatesoftheGrossGeographlCalProductandDomestlONational
IncomeofThailand.1938/39.1946･50,r■(mlmeO,BangkokNatlOnalEconomicCouncu,Jtlly1952;do
TbaLlandtsNab'onalIncomeaL7dZbMeaLung,Bangkok'NatlOnalEeonomlCCouncil,Jantlary1953
なお､初期の国民所得作成の試みは､次の文献に詳しい｡ProtPanltpakd1,--NatlOnalAccotlntSE5tmateS
ofThailand,‖lnT.H Silcock(ed.),ThaJ'JaDd/sodalaDdBconomJcStudJesI-12Development,Canberra
AnstrahanNatlOmalUnlVerSlty,1967,pplO51127Hmgram.James,血oLZOmJ'cc加DgeJ'L'ThaL'1aDd
185011970.StamfordUnlVerSltyPress,1971,pp221･222
2同上報告書､■'pr砧mlnaryEstlmateSOf,.,"p12
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表3- 1 国家経済会議.国家経済社会開発庁 (NESDB)関連年表

◆は､国民所得会計の関連事項

1950年2月15日

1950年3月7日

1950年 9月19日｡

1950年10月

1950年10月17日

1950年12月

1951年12月25日

1952年 5月28日

1952年7月

1953年

1954年

1956年

1957年2月13日

1957年6月20日

1957年 7月

1958年10月

1959年7月4E]

1959年 7月24E1

1959年

1960年

1960年10月

1963年

1963年

1964年

1965年5月23日

1966年

1966年

1966年 10月

1969年

国豪経済会議 (NationalEconomicCouncil)を設正する｡首相が委員長兼任｡
ビプーン首相､7メリカの rポイントフォー｣計画への参加希望を表明する｡

国家経済会謙委員20名を任命｡うち軍は5名｡

タイ ･7メリカ技術捷助協定を締結.50名近い専門技術者がタイに派遣される.

世界銀行が東南アジ7に対して最初の借款254億ドルをタイに供与｡

タイ 17メリカ相互防衛協定を締結｡
中央統計事務所 (CentralStatisticsOfflCe)を国家経済会読の中に設置｡
◆経済統計の収集､整備を開始｡国民所得会計の準備も始める｡

国家経済会議第2期委員20名を任命｡うち軍は7名､経済官僚中心の構成｡

国家経済会議窮3期重畳20名を任命 (57年6月まで)｡うち軍芋察12名｡

◆アメリカ人財務顧問ゴ-ルド(J.Gould)が､1938/39年､1946-
50年の国民所得の推計を初めて行なう｡同時に､国民所得訳査課の設置を

国泉経済会溝に提案する｡

国家経済計画実施重点会を設乱 ｢経済計画4力年計画 (1953-56年)｣の
策定準備を行なう机 実施せず｡

◆ゴールドの提案に基づき､国連アドヴ7イザーのもとに国民所得課を設置｡

◆ rタイ統計年鑑』の刊行を開始する｡

タイ側に r世銀経済調査B]協力重畳会｣を設置し､T-一卜が委員長に就任.

国表経済会読第4期重畳20名を任命｡うち軍警察15名｡

世界鎖行タイ撞済調査団が調査を開始するQ同時に､国内受け入れ調整機関

◆世銀調査団が1957年の政府.民間資本形成の試算を行なう｡

サリット陸軍司令官率いる r革命日｣がクーデタ｡

◆ ｢国東経済開発会議事務所｣(NEDB)を首相府内に設置する｡
①経済開発計画臥 ②国民所得課､⑨中央統計課の3課と④対外経済協力特別課

能話で国豪経済開発会話運営垂員全委員9名を任命Q

デート.サニットウォン (元中央鋲行総裁)が初代委員長に就任 (72年まで)｡

チャローング ･プングトゥラグンが初代事務局長に就任 (63年まで)｡

r国家経済園発会蔑法｣制定.

｢国家経済開発会議法｣ (第2次)を制定｡

第一次経済開発6力年計画 (前期3年､後期3年)を発表 (実虎は61年1月)｡

プラヤット･プーラナシリが事務局長に就任 (70年まで)｡

F国展総支出1961年』を発表｡
◆rタイ国民所得統計皿(Natl0naHncomeStatlSticsofThailand)を発表｡
国家統計局と対外経済協力局を.国家経済開発会意から分離独立させる｡

r匡l泉経済開発会話法｣ (第3次)を制定.

◆ Fタイ国民所得1957-63年』 (1956年価格)を発表Q

第二次国家経済開発5力年計画を開始｡

◆Fタイ国民所得1968-69年J] (1962年価格)を発表｡
1960年以降の数字を大幅に修正｡
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蓑3-1 国家経済会議､国家経済社会開発庁 (NESDB)関連年表

◆は､国民所得会計の関連事項

年月日 事 項

1970年 レヌー .スワンナシットが3代目事務局長に就任 (73年まで).

1971年 10月 第三次国家経済開発5力年計画を開始.

1972年 夕ノーム政権の布告第217号によLJ国家開発会活事務所を ｢国家経済社会lelA

1972年 開発庁 (垂Jt耳事務所)｣ (NESDB)に改組する.ス-A .ウイ二チャイグンが初代NESDB委旦長に就任 (80年まで)

1972年 レヌー .スワンナシットがNESDB事務局長に就任 (73年まで).

1972年 ◆国民所得の数字を退去に遡って修正する○以後､74年､76年と続くQ

1973年 サノ.ウナ-グーンがNESDB事務局長に就任 (75年まで).

1975年 グリット.ソムパットシリがNESDB事務局長に就任 (80年まで)｡

1976年12月 第四次国家経済社会開発5力年計画を開始.クーデ夕のため実施が遅れる○

1980年 スントン.ホンラダーロムがNESDB委員長に就任 (88年まで).

1980年 サノ.ウナ-グーンがNESDB事務局長に就任 (89年まで).

1981年 10月 第五次国家経済社会開発5力年計画を開始.

1986年 10月 第六次国豪経済社会開発5力年計画を開始B

1988年 プンマ- .ウォンサワンがNESDB委員長に就任 (80年まで)

1988年 ◆ ｢国民所得新シリーズ1970-88年｣ (1972年価格)を発表○

1988年8月30日 ｢新国家経済社会開発庁法｣を制定する.権限と任務をよtJ由確にする.

1989年 アムヌワィ .ウイラワンがNESDB委員長に就任 (19〇〇年まで).

1989年 ピシット.ワックガセ-ムがNESDB事務局長に就任 (97年まで).

1991年 10月 第七次国家経済社会開発5力年計画を開始.

1993年1月 ◆ ｢国民所得リベース .シリーズ1980-90年｣ (1988年価格)を発表.

1996年10月 第八次国家経済社会開発5力年計画を開始.

1997年 . ◆ウイラット.ワッ夕ナシリ夕ムもと国民所得課長がNESDB事務局長に

(出所) (1)NESDB,WarasanSetthakitraeSangkhom,Vol.29,No.1,Jan.-Feb.1992.
(2)デート.サニットウォンの r葬式本』 (国家経済開発庁版､バンコ久 1975年12月17日)

rモームルワング･デート･サニットウォンと国表経済開発会議の設立経銀｣ (タイ文)

(3)ProtPanitpakdi,■̀Nat10naJAccountsEstlmateSOfThailand,"InT.H.Sllcock(ed.)
Thailand:SoclalandEconomicStudleSinDevelopment.Canberra:ANUPress,1967,pp･105-1271
(4)タイ語新聞サヤームニゴン私
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夕の収集と国民所得､総支出の推計作業を開始した｡

一方､国家経済会議は､もともとタイ経済が直面する問題を協議する首相直轄の要員会

であった｡いわば現在の ｢経済閣僚会議｣に相当し､会議は

(1) 金融財政部門 (大蔵省､中央銀行)､

(2) 農業部門 (農業省､協同組合省)､

(3) 商業経済部門 (経済省)､

(4) 工業経済部門 (工業省)､

(5) 運輸通信部門 (運輸省)

以上 5つの部門から構成された｡ 3 そして､20名の委員は､当該部門の現職大臣､副大

臣､局長か､もしくは元閣僚経験者で占められている (表3-2参照)0

その後､アメ リカとの技術経済援助協定の締結､ECA (EconomicCooperatlOn

Administration)やMSA(MuttlalSecurltyAgency)､USOM (UllltedStatesOperation

MiSSIOn)を通じたアメリカの援助の開始､特別技術経済訪問団を通じた外国人専門家の受

け入れなどを経て､国家経済会議は､(1)経済問題の協議､(2)援助受け入れの前提とし

ての経済計画の策定､(3)経済計画策定のためのデータの収集と整備､(4)対外経済援助

受け入れのための調整といった計4つを､基本的な任務とするに至った｡

このうち､第 3のE]的として ｢中央統計事務所｣が､また第 4の目的として ｢対外技術

経済協力委員会｣(KhanaKamakanRllWam-mOethangSetthakltlaeWIChakankap

TangPrathet:Ko.So.Wo,)がそれぞれ設置された04

そして､1953年には､第2の目的を遂行するために､｢経済計画策定運営重責会｣(Khana

KamakanRanDamnoenRanWangphangSetthakltkhongPrathet)が発足し､最初の

経済4カ年計画 (1953-56年)を立案する｡5 この ｢緯済4カ年計画｣の詳細は不明で

あるが､タイ政府が国連に提出した報告書 (1953年7月)によると､道路建設､農業濯軌､

鉄道､電力などインフラを中心に計30件のプロジェクトの推進と､合計 128億2400万バ

ーツの投資を予定していた｡このうち､約50億バーツが道路建設に､19億バーツが鉄道事

業に､18億バーツが潅概事業に､それぞれ向けられている0 6 しかし､1952-54年の 8

カ年の政府支出実績を見ると､年平均で 12億 4600万バーツにすぎず､とても予定期間内

での実行は無理であった｡この資金不足と官僚 ･政治家の腐敗のために､｢経済 4カ年計画｣

は､ほとんど見るべき成果を挙げなかったようである｡

3モームルワング･デート.サニットウォンの『葬式本 (国家経済社会開発庁版)(1975年12月17日､
バンコク)､20-21ページ｡
4 ｢匡懐経済社会開発庁42周年記念特集号｣ ma.rasanSetthakIElaeSazZgkhom,Vo129,No1,
January-Febrllary.1992,p25
5Ibld･.pl26･
6UNDocumentE/2408/Add5(RephesofGovernmentsonFullEmployment.Thaihnd),July1953
この報告書の内容は､丸茂明則 ｢転機に立つタイの経済開発計画の推進方策一米国従属かコロンボ計画の
続行か｣(『アジア問題』第1巻第4号､1954年12月､｢特集 アジア開発計画の構想と現実｣に所収)､
90-94ページC
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表3-2 国表経済会藷の委員一覧 (1950-1959年)

昔号 名 前 1 2 3 4 5 前歴.のちの桂歴

12345678910ll1213ー4ー51617181920212223242526272829303132333435363738394041424344454647 ㊨㊨◎@㊨㊨㊨㊨㊨@㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨⑳㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨@㊨㊨◎㊨㊨⑳㊨⑬㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨⑳㊨㊨⑳◎㊨㊨㊨イー㊨一)㊨㊨㊨㊨◎㊨◎㊨⑳･つ㊨㊨㊨㊨㊨㊨㊨ 蝦 大臣 (48-5l)大蔵大臣 (48)帯新大臣 (48)工業大臣 (58)

(出所)ルワング･デ-ト･サ=ツトウォン r#戎本 国東経済社会開発庁版J (1975年12月 1 7 日 ) .
20-25ページよL)作成.抵歴は各人の拝式本等にもと1台.末席作成.
(注)各垂jL会の任期は次のとおL).兼1期.1950年3月7El～51年12月28日

第2期.1951年12月28El～52年5月25 日. 第 3期 1952年5月28日～57年6月20日

兼4細.1957年6月20日～58年4月98, 第S期･1958年4月9El～59年7月9日
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次いで､1957年7月､エルウオース (Paul T.Ellwort,h)が率いる世界銀行経済調査団

がタイを訪れ､1年間に及ぶ調査を開始した｡調査臥ま､財政金融､運輸通信､技術分野の

専門家 7名で構成し､国籍はアメリカ､ドイツ､フランス､イタリア､ノルウェーなどに

またがっていた｡ 7

-方タイ側は､これに先だって ｢世界銀行経済調査団協力委員会｣(KhanaKammakan

Ruam･muekapKhanaSamruWatSetthakltkhongThanakhanLok:Kho,So,Tho,)を同

年 2月に設置し､毎週､定期的に世銀調査団と協議を繰り返した｡この協力委員会の事務

局メンバーを務めたのは､もと中央銀行総裁で､国家経済会議委員会副委員長でもあった

デート･サニットウォン (同協力委員会委員長)､プンマ一 ･ウォンサウォン (当時､大蔵

省中央会計局長)､チャローング･ブントウラグン (1956年から国家経済会議委員会事務局

長)､ジョン･ロフタス (大蔵省外国人顧問)､スパープ･ヨットスントン (ロフタスの元

秘書､デートが中央銀行総裁時代､調査部長を務めた｡のち国家経済社会開発庁に移籍す

る｡同協力垂貞会事務局長)の5名である｡ 8

このタイ側と世銀側双方の協力のもとで進んだ経済調査は､国民所得会計の作成を準備

する重要な契機にもなった｡というのも､世銀は経済開発計画の策定とその実施を念頭に

置き､その前提として政府の予算配分と支出計画を試算したからであるoこの試算には､

当然ながら過去の政府投資と民間投資 (いわゆる総資本形成)､政府と民間の消費支出 (国

民総支出)のデータ把握が不可欠であった｡その結果､世銀は 1957年現在について､おお

ざっぱな国民総生産､資本形成の推計を行なうに至った｡ 9 なお｡世銀が行なった国民所

得推計に先立つグールドの初期の推計や､タイ人自身による推計については､節を改めて

紹介することにしたい0

2 国家経済開発庁 (NEDB)の設立と国民所得統計の作成

世銀は調査を終えたあと報告書をとりまとめ､その中で ｢国家開発局｣(National

DevelopmentBoard)と､｢専門的な事務局｣(professional Secretarlat)の設置を強く捷

言した｡そして､この提言にもとづいて新たに設置されたのが､国家経済開発会議委員会

7この世銀調査団の構成メンバーは次のとおりである｡ProfPaulTEllsworth(head),GH Bacon
(agrlCultllre);RcmeodallaChleSa(economlCS),Jeana.deFarguesGmgatlOn),An drewEarley
(trarLSpOrtation);WilliamM Gilmartln(economlCS.ChlefeconomlSt);NormanD.Lees(industry,
mlnlng,power);FntzNeumark(publlCfinance);K.J.Oksnes(soclalservices).Muscat.RoberbJ.,
TheA-lth7妙 JAStLrdyofT:2zaL'DevelopmentBoll'cy,HelslnklTheUnltedNatlOnSUnlVerSltyPress,
1994,p.304note12.
8前掲､デートの『葬式本』､32-33ページ｡
9世界銀行が行なった1952年､54年､56年､57年の消費支出と固定資本形成､GDPの推計は､次の文
献に掲載されている｡‖ResourceAnocatlOnBetweenThePublicandPnvateSectors,"lnIBRD,APubb'c
DevelopmentPTOgTamlotTIhaI'1and,B81t,lmOre-TheJohnsHopklnSUTllVerSltyPress.1958,p.252
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とその事務局である同委貞会事務所 (以下､国家経済開発庁NEDBと呼ぶ)であったo

この国家経済開発庁は､当初は4つの部局から成り立っていた｡すなわち､

(1) 経済開発計画部局､

(2) 国民所得作成部局､

(3) 中央統計部局､

(4) 対外経済協力部局

がそれである｡10 この4部局構成は､先の ｢国家経済会議｣の組織をそのまま引き継いで

いる｡ただし､国家経済会議の委員が､1950年代半ばから軍人たちで占められたのに対し

(衷3･2参照)､新しい委員会は経済官僚を主体とする政府機関に生まれ変わった｡

国家経済開発庁の初代長官に就任したのは､先に世銀経済調査団協力垂員会童貞長を務

めたデート･サニットウォンである｡サニットウォン一族は､タイでは屈指の名門王族で

あり､父であるチャオプラヤー･ウォンサーヌプラバットは農業大臣､土木大臣を歴任し､

兄弟のタンは工業大臣､チャランは工業局長､工業次官､チャルーンはマヅガサン鉄道工

場長､ウドムは道路局長､運輸大臣をそれぞれ務めるなど､多数の閣僚､そして優れたエ

ンジニアを輩出しているoまた､デートの妹にあたるパンチョンジツトは､現国王 (ラー

マ9世王)の王妃シリキットの祖母にあたる｡

デート本人は､ドイツのボン大学で政治経済学を学んだあと､帰国して農務省に入り､

協同組合局長､鉱山局長を歴任した｡戦後も､商務大臣､農業銀行総裁､中央銀行総裁(1949

-52年)に任命され､生粋の経済テクノクラートであった(表3･3参照)01958年10月に､

サリット陸軍司令官が率いる ｢革命団｣がクーデタを断行したときには､｢革命団｣の経済

顧問団の委員長も務めている｡国家経済開発庁の長官に就任したデートは､1972年に同庁

が国家経済社会開発庁 (NESDB)に改組されるまで､じつに13年の長期間にわたって､

タイの経済開発計画を指導した｡第 1章で見たモームチャオ･アティボンボングを ｢タイ

統計の父｣とするならば､デートはまさに ｢タイ経済開発計画の父｣と呼ぶことができる

だろう｡

さて､国家経済開発庁は､1960年10月に ｢第一次6カ年計画｣(前期3年､後期3年)

を発表し､翌61年1月1日から実施した (ただし5年で打ち切り.以後5カ年計画に切り

替える)｡ll -方､同庁の中に設置された国民会計課 (Nat,10nalAccountsDIVISion)は､

1963年にまず ｢国民総支出1961年版｣を発表し､ついで翌64年には､最初の 『タイ国民

所得統計』(64年版)を刊行した｡そして､1966年には 1956年固定価格を基準に 『タイ

国民所得1957-63年』(66年改訂版)の時系列データも発表している(前掲衷111参照)8

もっとも初期の時代は､統計数字は不備であり､しばしば改訂作業がなされている｡国

10前掲､I拍Z･aSanSetthah't..,p28
11前掲､デ-トの『葬式本』45-140ぺ-ジに､第一次経済開発計画の日的､要旨､治効は詳しく掲載さ
れている｡また､次の文献も重要である｡Silcock,TH,一一PromotlOnOfIndustryandthePlanningProcess,.I
lnSilcock.opclt,Pp258-288
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表3-3 モームルワング ･デー ト･サニッ トウォンの経歴

地位/横位/階級

2月18日､チャオプラヤー ･ウォンサーヌプラパットの子供

として生まれる｡王族｡兄弟はイギリスに留学｡

名門テープシリン校へ入学Q

王宮学校へ転校

ドイツ･ベルJJンの高等学校へ留学Q

タイ政府ドイツへ宣戦布告｡身柄を拘束される｡

ボン大学にて政治経済学博士取得

商務省総務局に入省

商務農業省協同組合J5長/パホン内閣無任所大臣

農業省次官

農業省土地局長/無任所大臣

経済省次官/商務省次官/経済大臣補

商務大臣

コメ公団総裁

商務大臣/枢密院メンバー

農業銀行総裁 (ThanakhanKaset)
8月.中央銀行総裁 (～52年2月)

ThonburiPhanitCo.,Ltd.%&
｢国豪経済会議｣委員会副委員長 (～59年)

国家経済計画実施委員会副妻旦長

対外技術経済協力委員会委員長(Ko.So.Wo.)
冷凍倉庫公団総裁

世界銀行経済調査団協力委員会委員長(Ko.So.Tho.)
世界銀行経済調査 (57年7月～58年6月)に協力

サリツト｢革命田｣

タイ産業金融公社 (lFCT)会長

FIreStOneTyre(Thailand)Co.,Ltd.取締役会長
東北タイ開発委員会委員長

SlamCementCo.,Ltd.取締役
タイ経済学会会長
タイ･ドイツ友好協会会長

農業協同組合省経済特別顧問

モンクット技術大学財団理事長

SiamCementCo.,Ltd.取締役会長
ThalDanuBankLtd.取締役会長
枢密院議長

9月8日に死去｡

(出所)デート･サニットウォンの 『葬式本』 (国家経済社会開発庁版)

(1975年12月17日)より作成｡
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民総支出推計は､国家統計局が実施した 『家計調査 1962-63年』にもとづいているため､

数字はある程度信頼性を帯びている｡しかし､総資本形成の方は､もっぱら輸入資本財と､

国内資本財 (輸入)に使用されている輸入原材料から推計したため､輸入品のダブルカウ

ントの問題が発生し､しばしば過大評価となった｡実際､1961年の総資本形成額は､最初

の ｢64年版｣では 3113億バーツ､｢66年改訂版｣では26億バーツに下方修正されてい

る｡さらに､1963年にタイを訪れたアプラハム (フィリピンの国民所得会計の整備を指導)

は､独自に推計を行ない､19億バーツというより低い数字を出した｡12

他方､セクター別の付加価値額の方は､農業がバンコクの主要農産物の卸売り物価から､

製造業､鉱業や商業は､大蔵省歳入局の法人税から推計したため､農業はやや過大評価､

製造業等は税の申告漏れによる過小評価に陥ったoまた､1966年に国民所得全体の推計方

法を検討したプロットは､それほど重要でない農産物や農村地域における生産活動が計算

から漏れているため､GDP自体が過小評価になっていると指摘している｡13 その結果､

1969年には､1960年代の統計数字を全面的に改訂し､同時に ｢1962年価格｣を基準年価

格に設定し直した (後述)｡通常､｢旧シリーズ｣と呼ばれる時系列データは､1969年以降

作成された ｢1962年価格｣による一連の統計データを指している｡

3 グールドの国民所得推計 :1938/39年､1946-50年

さて少し時代が遡るが､先に取り上げた国家経済会議 ･経済顧問であるグールドによる

国民所得会計の推計を､ここで簡単に,W介しておこう｡彼が 1952年に実施し､翌53年に

発表した推計値は､現在ではほとんど忘れきられ､その推計結果が参照されることもまず

ない｡14 しかし､当時国民所得を推計するにあたって､彼がどのような資料やデータに依

拠したのか､その点を検討することは､タイ統計制度の発達を知る上できわめて興味深い

といえよう｡それだけでなく､彼が担当した時期は､タイ経済史ではまったくの ｢研究空

白期｣に相当し､当時の実物経済の実態を理解する上でも､彼のデータは貴重であると私

は考える｡15

それはともかく､グールドが国家経済会議やタイ人を相手に紹介しようとしたのは､ま

ず ｢国民所得｣という概念そのものであり､次いで国民所得の簡単な計算方法 (例えば､

12数字の食い違いについては､前掲論文 (注1)､Prot,"NatlOnalAccounts...,‖pp.113,117,119.
13Ibld･,p121
14実際､ここで紹介するグールドの報告書2点(ただし､イングラムやシルコツ列ま紹介している)は､
筆者たちの爾壷ではタイ公文書館では見出せず､一橋大学経済研究所の西洋保氏がロンドン.スクール･
オブ･エコノミックスの図書館で｢発見｣したものを､利用させていただいている｡
15空白期のタイ経済の報告については､次の文献がグールドの報告書とは別に存在する｡京都大学東南ア
ジア研究センターの玉EEl芳史氏のご教示による｡Samnak-nganLekhathikanSapllaSetthklthaeng
Chat,SathaDakaDSetthakJtkhongPTathetThaLTangtaeSJnSoL7gkhz･LlmthungPho.So2493.
Bangkok.February1952 (国家経済会議事務局編『タイ国の経済状況:戦争末期から1950年まで』)｡
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製材業の場合には､原材料となる丸太の購入額を製材業の付加価値計算から排除するとい

った､｢二重計算｣の防止の注意など)､そしてその計算に必要なデータの整備の 3点であ

った.そして､グールドの緊密な協力者となったのが､デート (当時､タイ技術経済協力

要員会委員長)､スントン･ホンラダーロム (国家経済会議事務局長)､アティボンボング

(中央統計局長)の 3名であり､彼らはのちに例外なくタイにおける経済計画や統計整備

の近代化に貢献していった｡16 それだけに限ってみても､グールドの役割は高く評価して

しかるべきであろうO

グールドはその報告書のなかで､国民経済の発展にとって国民所得会計の推計がきわめ

て重要であることを強調したあと､その推計方法には､(9生産ベース､②所得ベース､@

支出ベースの 3つの方法がある点を指摘する｡しかし､タイでは民間企業の給与や賃金支

払いの統計がきわめて不備であり､②によるアプローチは当面困難なこと､また､家計支

出調査もなされていないため､③によるアプローチも不可能であることを指摘した上で､

(Dの生産ベースによるアプローチから推計を始めるしかないと説く｡17 この点は､次に述

べるバンディットたちの推計も同様であった｡

その上で､既存の各省庁 (とくに農業省農業局と経済省商業情報局)が作成している品

目別時系列の生産量データと価格データ､大蔵省歳入局の租税徴収実績､貿易データなど

を利用して､セクター別､品目別の生産量と生産価額の推計を潰み上げている｡農産物で

は計18品目､林産物では26品日､畜産物では8品目､鉱産物では7品目を､それぞれカ

バーしており､当時としては可能な限りのデータを､第一次産業については収集したとい

えるだろうo

セクター別の推計のなかでとくに注目すべきは､｢製造業｣のデータとその推計根拠であ

る｡グールドがとりあげたのは合計 45業種もしくは品目であり､そのデータ源泉は表 31

4に示したとおりであった｡表から分るように､精米､製材､製糖､タバコなどを除く多

くの業種もしくは品目が､1949年に工業省工業活動局 (DepartmentoflndustrlalWorks,

Ministryoflndustry)がスポットで実施した ｢工場サンプル調査｣によっていた0 18 こ

のことは､製造業に関する年次別生産データが､当時はまだまったく欠如していたことを

示している｡また､商業や輸送業､サービス業は､大蔵省歳入局の租税徴収実績によって

いた (表3･4参照).したがって､製造業についていえは､1949年のスポットデータを基礎

とする一定の生産量の推計を､グールドのデータから得ることができるのである.

興味深いのは､こうした国民所得推計のデータの源泉が､じつは1970年代まではそれほ

ど大きく変わっていない点であろう｡当時､労働人口の 80%以上が農林水産業に従事して

いたタイでは､農林水産物や精米業の把捉がもっとも重要であり､グールドもこの点につ

16前掲報告書 (注1)､Could,"PrellmlnaryEstlmateSOf ."Acknowledgement
17Ibldpp6･7
18この工業省工業活動局による1949年工場サンプル調査の結果については､筆者は未見である｡また､
これを利用した論文､研究もいまだ確認していない｡
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グールド推計根拠

表3-4 グール ドの国民所得推計の推計根拠 (1946-50年版)

セクタ一別 業種.品目 推計根拠､データの源泉

農業店) コメ､砂糖きび.さこやし､大豆 ◆生産王は農業省農業局統計

緑豆､ピーナッツ､ココナッツ､綿花､ゴマ.タバコ薫､カスタービーンズ､トウモロコシ 価格は経済省商業情報局のデータ

農業② トウガラシ､タマネギ､ニンニク､野菜 ◆生産量は国内消長と輸出から推計価格は経済省商業情報局のデータ

果実天然ゴム ◆農業省農業局と相談の上.推計.品目毎に収穫モデルを作成する.◆農業省森林局の生産 .価格データ.

林業① チーク､パーユング､チンチャン､プラドウマイデーン､クーペック､テンヤーング､夕-キ7ン､マークル7ほか計13種類 ◆農業省森林局の生産 .価格データ.

林業② 蘇.炭､ラタン､レ-シン､ラツクダマール ◆農業省森林局の生産 .価格データ.

畜産① 象､馬､水牛､牛､腰 ◆農業省畜産居と共同による概算.

畜産(参 鶏､鶏卵 ◆5人豪族の平均消費量から推計｡

水産 真筆魚 ◆農業省水産局のデータ.泉計消費分をあとで上乗せしている○

鉱業① スズ､アンチモ二､鉛､石綿 ◆工業省鉱山居のデータ○

鉱業② 鉄鉱石 ◆l950年10月の調査データを基礎とする.

製適業① 家畜解体 ◆農業省畜産居の専門象の意見聴取○

皮革精米業製材業 ◆衷畜解体数に皮革価格を乗じる｡

◆中央統計局の収集データと､

製品別の換算モデルを使用.◆工業省のスポット調査.原料である丸太価格は含めない○

製造業② 製氷.マッチ､蒸留水､染色､石鼠 積布 …1949年の工業省工業活動局による
機械修乳 船舶修理､船建遭､熔接､陶業 ≡場サンプル調査の結果を参考.
化粧臥 セメント､ビール､家具､医薬品 :I時に大蔵省収入局の租税データと比較.

金属加工､マット製造､塩漬け食品､紙製品､酒造､天然ゴム加工 後者は工場調査の推計を下回っている.

製造業③ タバコ製造 政府タバコ専売工場のデータ○

製粉靴製造 大蔵省収入居租税実績から推計.大蔵省収入局担税実績から推計.

EPSElB* 大蔵省収入局租税実績から推計.

製糖業 工業省工業活動局のデータ○

製塩業 ◆農業省協同組合局のデータと特別調査.
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グールド推計根拠

表3-4 グール ドの国民所得推計の推計根拠 (1946-50年版)

セクタ一別 業種.品目 推計根拠.データの源泉

電気 .水道 電気水道 ◆官営.民営工場のデータを利用○◆工業省のスポット調査の結果.

商業金敵業不動産業 小売り業 ◆大蔵省収入局租税美浜から推計Q
輸入品付加価値 (貿易業) ◆データなし.輸入品x45%+輸入税.

銀行業 ◆民間､政府系銀行の給与 .賃金データ.

保険業 ◆経済省商業登記局の保険係データ.

貸し店舗 ◆内務省内務居都市課のデータを利用○

輸送業 輸送業 ◆大蔵省収入局租現実策から推計.
鉄道 ◆鉄道局のデ-夕.

郵便電信航空内陸航運 ◆運輸省郵便電信局のデ-夕.

◆運輸省のデータ.

◆運輸省のデータ.

サービス業① 政府サービス ◆大蔵省中央会計居の給与調べから｡

個人サービス ◆大蔵省収入局担税実績から推計.

レストラン､ホテル､娯菜､映画 ◆大蔵省収入居租税実横から推計.

象内サービス ◆1947年人口センサスの労働人口分類にもとづ く該当者数に推計現金所得を乗じる.

サービス業② 専門職 ◆大蔵 省収入居租税実演から推計.

(出所)Gould,JosephS.-'PremlnaryEstimatesoftheGrossGeographicalProductand
DomestlCNationalIncomeofThailand,1938/39,1946-1950,"Bangkok:National
EconomlCCouncll,JulyZ8,1953,pp.28157.より､末席昭作成｡
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いては､可能な限りのデータの収集に努めている｡逆に把蛭が弊しかったのは､コメ以外

の穀物､野菜､果実であり､これは1960年代に改善すべき重要な課題になっていく｡

4 バンディットの国民所得推計 :1951-56年

すでに見たように､グールドの推計のあと､世銀が経済調査既を派遣し､同調査EElは支

出ベースをもとに1957年現在の国民総生産の推計を行なったoそして､同調査団の提言の

もと設置された国家経済開発会議委員会事務所 (国家経済開発庁)を中心に､タイ人が初

めて取り組んだ国民所得統計の作成が､1959年に公表されたバンディット･ガーンタプッ

トの ｢国民所得1951-56年版｣であった019

バンディットは､国連統計事務所のエイデノフ (Abraham Aldenof,UN StatistlCal

OfRce)の指導や､エカフェ調査局､そして編集局のケインクロス (Jplm Caincross,Chief

oftheECAFEEdltOrialService8)の協力をへて､タイ人最初の｢国民所得統計1954年版｣

の編集作業に従事する.その際､バンディットは､①農業･鉱業.採掘業(Am ponArunrangsi

& Chatchawarln Thawlphok)､ ② 製 造 業 (Wongduwan Thewahasathin &

SuphanratDulayachlnda)､③卸売り･小売業､畜産業 (KanyaSingcharoen)､④輸送通

信業､電気､水道 (ChittraWongphanlt)､⑤建設業 (Am phonArunrangsi&Am i
Li皿Pamara)､⑥金融 ･サービス業 (PrakopChuangphanit&PakniAm atayaknn)の6

つの班に分けて､作業を進めていった｡20

表31と=ま､製造業について､グールド版とバンディット版がそれぞれ対象とした業種も

しくは品目を一覧に示したものである｡数から言えば､グールド版が45業種 ･品目､バン

ディット版が35業種 ･品目であり､バンディット版の方が対象をより広く再分類しなおし

ている｡ただし､データの源泉については､グールドの時代と比べてそれほど進展があっ

たわけではなく､事実､｢砂糖､タバコ､ジュートといった政府が経営するいくつかの工業

酒動と､少数の民間企業 〔セメント､蒸留水など〕を除くと､製造業に関する統計はきわ

めて少ない｣という状況であった021 その結果､大蔵省歳入局の租税実績のほか､バンデ

ィットたちは工業省と連絡をとり､質問票などによるデータを一部利用している｡また､

『1954年タイ人口動態､経済事業調査報告』の結果を取り込んだ点が､グールド版との重

要な違いである.

バンディットたちによる国民所得推計は､いくつかの点で大きな特徴がある｡

第-にバンディット版は､不充分ながら生産ベースと支出ベース､要素価格表示の国民

19Bund仙ノKantabutraWlththecollaboratlOmOftheNatlOnalIncomeOffice.･･TheEconomyand
NatlOnalIncomeofThaihrLd," BangkokOfficeOfTheNationalEconomlCDevelopmentBoard,
September1959.
20Ibld,"Acknowledgement".
21Ibld∫p58.
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製造果R査比較

表3-5 製造業の業種別製品別分類と調査範囲

(グールド版1946-50年とバンディット版1951-56年)

某社 .鞍品 グールド版1946-1950 1951-1956

セ メ ン トセ メ ン ト 81 品 ㊨◎ ㊨㊨
秩 . 鉄 粥 製 ..製 紙 業 X㊨ ㊨
構 米 菓 珍 ㊨
製 材 集 ㊨ ㊨
清 遺 業ど ㊨◎ ◎

ル ㊨ XX◎製 糖 集 ㊨
持 布 業 ㊨ ㊨
製 氷 業 ㊨ ㊨
El] 刷 . 載 本 ㊨ ㊨

牡 械 書 理 ㊨ ㊨X冗XXIX◎X

船 k dE 理 ㊨
車 体 組 立 ㊨

㊨

金 JZ 加 工 ㊨
ワ ニ ス ⑳
手 工 果 敢 晶 ㊨
な め し 革 ㊨◎
牛 久Tイブタフブタマ ッ チ . 塗 装 ◎◎ X◎
石 銭 .油 麻 製 品 ㊨ ㊨
植 物 ,Eb 圧 搾染 色 業 ㊨◎ X㊨
天 然 ゴ ム 加 工 品 ◎ ㊨
蒸 留 水 製 造 ㊨ ㊨

陶 器 製 品 ㊨ ㊨

ガ ラ ス 書き 品 ㊨ ㊨㊨
* 品 加 工塩 講 け 製 品 X◎ ×

載 生 業挿 製 品 ㊨㊨ XX㊨製 粉 業 ◎
医 薬 品 珍 ㊨
ア ヘ ン .Jf博 品 ㊨ ㊨

洋 服 仕 立 .& 軽 業 ㊨ ◎

牡 . 皮 手 軽 ,.E),. ㊨ ㊨
化 較 品 ㊨ ◎
崇 具 現 ◎ ㊨

訳 書 群 偉 業強 解 体 Oヽ ㊨X
水 牛 A! 体牛 解 体 ◎㊨ XXa

麻 袋 .マ ッ トfiみ ㊨XXXX
木 も 品 ㊨
バ ッ テ リ ー ㊨

ガ スそ の 他 分 類 不 能 ㊨㊨
(出所)(1)Gould,JS."Pre】lmlnaryEstlmateSOftheGrossGeographlCaL
ProductandDomestlCNatLonallncomeofThalland1938′39.1946-1959,
NatJOnalEconornlCCounc",July28,1952,pp･45-48,
(2)Bundhlttくantabutra,TheEconomyandNatJOnaLlncomeofThalland,Bangkok:
OffICeOftheNatl0nalEconomlcDevelopmentBoard,September1959,p･51･
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バンディットGDP56

表3-6 バンディットの国民総生産推計 (市場価格と1952年価格)

(表316A)国民捻生産.要兼価格表示､民r,1滴井支出

(単位 :パーツ)

市場価格1999年推計 市場価格 1952年価格市場価格表示 要素価格表示 民間 市場価格表示 苦茶価格表示 民間

GDP(》 GDP@ GDP② 消辛支出② GDP② GDP@ 消費支出②

1951 28.209 27,605 24,755 23,314 28,236 25,189 23,3141952 28.520 29,106 25,907 29.106 25,907

1953 32,228 32.739 29,186 24.476 32.184 28.841 ZZ,393

1954 32,043 32,458 28,664 24,706 31.950 28,390 23.211

1955 39,447 40,983 36,400 26,883 35,298 31,451 24.466

1956 41,088 42,500 37,937 28,630 34,736 31,023 26.472

(出所)

①NESDB,NatronallnconleOfThalland,1951-1966Edltion,Bangkok.NESDB.March1999,p.Zl.
②BundhltKantabutra,TheEconomyandNatl0na‖ncorneofThalland,Bangkok:
OfflceofTheNatIOnalEconomlCDevelopmentBoard.September1959,p34.

(衷3-6B)一人当たり国民総生産

(単位 .バーツ)

市場価格表示 要素佃格表示 民間 市場価格表示 要素価格表示 居F'll

DP(D GDP② GDP@ ,片栗支出@ GDP② GDP@ ,肖莞支出②

1951 1,390 1.466 l.314 1,215 1,498 1,337 1.2151952 1,414 1.517 1,350 1,517 1,350

1953 1,496 1,674 1,492 l..252 1,646 1,475. 1.145

1954 1,448 1,629 1,438 1,240 1.603 1.424 1,165

1955 1,725 a,019 1,793 1.324 : 1,738 1ー549 1,205

①NESDB,NationaHncomeofThalland,1951-1966Ed■tl0n,Bangkok=NESDB,March1999,p21.
②Bundh･tKantabutra,TheEconomyandNatl0naIlncomeofThatland.Bangkok

OfflCeOfTheNationalEconomcDevelopmentBoard,September1959,p･38

(単位 :緒戦)

1999年推計 1959年推計
GDP GDP

1951 98.91 94.84 1951 98.30 96.64
1952 1952

1953 1953

1954 1954

1955 1955

1956 1956

(注)表3-6A､3-6Bから算出
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総生産の推計を初めて行なった｡

第二にバンディット版は､市場価格による推計とは別に､初めて ｢1952年価格｣による

実質国民総生産の時系列データを作成した｡

第三にバンディット版は､先の 『1954年タイ人口動態､経済事業調査報告』や 『1947

年人口センサス』にもとづき､一人あたり国民総生産の時系列データを作成した｡

以上の推計結果については､表3-6に掲げてある｡なお､表の左欄には､国家経済社会

開発庁 (NESDB)が1999年に刊行した 『タイ国民所得時系列データ 1951-1996年版』

の数字を､参考のために併記してある｡表を見る限り､最新版の方が市場価格では低めに､

また､1952年固定価格では高めになっている｡しかし､数字やトレンドについてはそれほ

ど大きな食い違いはない｡したがって､1950年代の国民所得統計の時系列推計は､ほぼこ

の時期に固まったとみなすことができるO逆に言えば､1950年代の国民所得について言え

ば､資料やデータの制約もあって､国家経済社会開発庁はその後とくに目だった改訂は行

なってこなかったのである｡ 22

5 国民所得統計の見直しと国際基準への対応 :1960-69年

バンディットたちの作業のあと､1961年から国家経済開発庁は経済開発計画の実施に乗

り出し､国民会計課は65年に､最初の本格的な『タイ国民所得統計』(1964年版)を作成 ･

公表した.その後､何度か数字の訂正や改訂作業がなされているが､最も重要な改訂作業

は69年になされている｡この ｢1969年改訂作業｣は､以後､88年に全面的な見直しがな

されるまで､時系列データの基礎となった｡そこで､このときに刊行された時系列データ

を､88年の新シリーズと区別するために､以下では｢旧シリーズ｣と呼ぶことにしたい.23

さて､｢旧シリーズ｣の大きな特徴は次の三点に要約することができる｡

第-に､この ｢旧シリーズ｣で､市場価格､要素価格表示､所得ベース､支出ベースに

よる 1960年代の国民会計の数字が全面的に改訂され､70年代以降の推計の基礎データに

なったC

第二に､この旧シリーズは､アメリカの USOM 経済分析官ガジェワスキー (Peter

Gajewskl,ChiefofUSOM'8EconomlCAn alysisSectlOn)と国家経済開発庁外国人顧問ヴ

イツクスニン (GeorgeViks7un)の協力を待て､タイ側が国際基準 (国連)にそって編集

した､最初の国民所得時系列データになった.24

第三に､｢1962年固定価格｣が実質国民所得推計の基礎になったoそれまでは ｢1952年

22匡像経済社会開発庁国民会計課での筆者の聞き取り前査 (1998年10月､バンコク)｡
231969年の改訂作業の結果は､次の文献に収録されている｡NatlOnalAccountsDluSIOn,NESDB.RaJdaI
PTBChachatkhoL]gEねthetThal'ChabapPho.So 2511-12.Bangkok.1969.AppendixASummary
oftileNatlOnalIncomeStatistlCSReⅥslOnOf196011968.pp16l-197且ndStatlStlCalTable(139pp).
24Ibld"Tnt,roductlOn"
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価格｣｢1956年価格｣と変更がなされていったが､この ｢旧シリーズ｣で1962年が基準年

となり､88年に変更がなされるまで､実質経済成長率を計算する場合の基礎にすえられたO

第四に､｢旧シリーズ｣を刊行するにあたって､国民所得統計の推計を行なう手法とデー

タ源泉が､タイ語と英語で詳細に明らかにされた｡グールド版やバンディット版といった

｢試算｣を別にすると､国民会計課が推計方法を公開したのは､このときが初めてであるO

より具体的には､次のとおりであった (括弧内は付録のページ数を示す)C

① 国民租生産推計 11セクター別｡製造業は20業種分類 (pp162･177)

② 消費支出推計 民間消費支出､消費財の輸入､中央政府消費支出 (pp,178･182)

③ 資本形成推計 建設投資､資本財の輸入､国内資本形成､在庫変動 (pp.183-186)

④ 所得源泉別国民所得推計 従業員所得､非企業からの所得､資産からの所得､政府の

所得 (pp.187-190)

⑤ コメの生産推計方法 1951-1965年 (pp.191-195)

⑥ 要素価格表示の国内租生産推計 (pp.196-197)

いずれにせよ､この ｢旧シリーズ｣の刊行によって､タイの国民所得統計はようやく国際

比較が可能な数値を､1960年に遡って入手することができるようになったのである.

6 時系列データの問題 :r旧シリーズ｣と r新シリ-ズ｣の比較

以上のように､国民所得統計の国際基準に合致した作成は､1970年代以降タイで定着し

た｡ところが､国民会計課と国家統計局が､｢1980年投入産出表(Ⅰ-0表)｣を作成したあ
たりから､国民所得統計の従来の数字と投入産出表から得られる経済実績との間の帝解が､

国民会計課では強く意識されるようになった025

例えば､衷3-7を見ると､1980年現在 (市場価格)､国民所得統計では農業の付加価値総

額が1738億バーツでGDPの25%､製造業のそれが1345億バーツで全体の20%を､そ

れぞれ占めていた｡これに対して､｢1980年投入産出表｣の方では､農業が1410億バーツ

(対G工)P比20%)､製造業が1787億バーツ (同25%)であった｡両者の数字に大きな帝

離が生じただけではなく､対GDP比率がまったく逆転してしまったのである｡

国民所得統計の時系列データは､主として輸入動向､生産指数､物価指数などにもとづ

いて推計するので､どうしても過去の数字が土台もしくは制約要因となる｡他方､投入産

26筆者の国家経済社会開発庁での聞き取り調査による(1984年8月)｡これは､国連産業開発機構 (UN
ID0)とアジア経済研究所統計部との共同事業｢タイ製造業の時系列統計の整備｣の一環として実施し
たもので､当時の製造業統計や国民所得統計の作成と推計方法について､各政府機関でインテンシブな聞
き取り調査を実施した｡その調査結果の一端については､次の文献を参照｡兼虞昭｢タイ工業一統計数字
と実感｣(『アジ研ニュース』1986年7月)｡
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表3-7 匡l民所得会計と投入産出表 (l一〇表)の食い違い (1980年)

(単位 :100万バーツ､%)

項 目 国民所得 1980年会計表 指数 l一〇表 指数

(1) (2)

①GDP名目 684,932 100 702,514 103

⑨農業 173,806 100 141,047 81
④農業/GDP 25ー40% ZO.10%

⑤製造業 134,515 100 178,687 133

(出所)末席昭 rタイ工業一統計数字と実感｣ (『アジ研ニュースJl1986年 7月)
4ページ｡

表3-8 名目GDPの旧シリーズと新シリーズの比較 (1978-84年)

(単位 :100万バーツ)

年次 旧シリーズGop 農業 製造業 新シリーズGDP 農業 製造業

1978 444,196 120,425 85,037 488,Z26 119,638 97,658

1979 556240 147,076 109,740 558861 134148 117611
1980 684930 173806 134515 662482 153960 142504

198ー 786166 187886 158272 760356 162390 172143

1982 846136 188742 164659 841569 156098 179438

1983 910054 920989 184752 203837

1984 973,412 175,190 ;… 218,050 988,070 173,642 226,360

(出所)

(1)lElシリーズ:BankofThalland,quarterlyBulletin,March1984,September1988.
(2)新シリーズ:NationalAccountsDIVision,NESDB,NationaHncomeofThalland

1970-1980(1972BaseYearSeries),;do.198011990(1988BaseYearSenes),1997
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出表の方は､調査年のさまざまの閑適統計と､企業のサンプル調査にもとづく､各業種別､

各セクター別の付加価値額推計 (原材料費､労賃､減価償却費､租税､利益)の積み上げ

で作成していくから (スポット調査)､投入産出表の数字の方が､特定年の経済実績をより

正確に反映しているとみなすことができる｡

したがって､国民会計課にとっては､投入産出表から得られた付加価値総額に少しでも

近づける調整作業が要請される｡とりわけ､両者の数字の帝灘が明らかとなった1980年代

半ば以降は､その改訂作業は避けられないものとなった｡その結果､1988年に国民会計課

は､それまでの時系列データ (旧シリーズ)をすべて放棄し､同じに新しい推計方法にも

とづく｢新シリーズ｣を発表するに至ったのである026

そこで､この新シリーズと旧シリーズを比較検討すると､数字には相当の開きが存在し

た｡例えば､蓑3-8が示すように､名目の製造業の付加価値額が農業を追い抜くのは､旧シ

I)-ズが1983年､新シリーズが1981年であった.｢1972年価格｣の実質付加価値額で測

ると､その年はさらに遡って､1979年となるCタイの工業化の進展度合いを判定する場合､

この4年間の差はきわめて大きいC

ところで､問題はこうした数字の食い違いにとどまらないOというのも､現在国民会計

課が発表している最新の時系列データは､10年毎に区切られ､それぞれが連続しないとい

う別の問題があるからである01997年に入手しえた最新の国民所得統計シリーズは､次の

4つである (非公開)O

(イ)タイ国民所得1960-70年 (1962年価格シリーズ)

(ロ)タイ国民所得1970-80年 (1972年価格シリーズ)

(ハ)タイ国民所得1980-90年 (1988年価格シリーズ)

(ニ)タイ国民所得1990-95年 (1988年価格シリーズ､1980年から連続する)

まず､上記3つは基準年価格が異なるので､当然ながら実質成長率や消費支出､投資率､

貯蓄率に関する､1960年以降の30年間の連続統計は計算できない｡1988年に発表された

｢新シリーズ｣では､｢1972年価格｣の推計を 1960年まで遡って発表していたが､1997

年に公表されたデータでは､推計方法や依拠するデータが異なるという理由で､対象を1970

年から80年に短縮した｡しかも､各 10年毎の国民所得統計の推計方法や調査対象項目も

異なるので､市場価格による名目金額自体も連続しない｡ 27 (イ)から (ハ)は､それぞ

れ独立した統計なのである｡

もっとも (イ)の統計は､過去､国民会計課が公表してきた ｢1969年改訂版国民所得統

計｣以降の｢旧シリーズ｣にそのまま依拠しており､とくに数字の改訂はなされていないO

しかし､(ロ)と(ハ)の統計は､該当時期に国民会計課が発表し､あるいは中央銀行が『経

26NESDB,NatIonalIncomeol7加L'Jazzd1960-1980 NewSerl'es.1988
27国民会計課での聞き取り調査による(1997年11月､バンコク)｡
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済季報』に転載した数字を､大幅に改訂している｡したがって､過去の国民会計課や中央

銀行のデータをいかに収集しても､あるいはそれに依拠しているIMFや世銀の独自の長期

データを利用して経済成長率を計算しても､その数字自体が無意味であったCすでに当事

者である国民会計課が､そのデータそのものを棄却しているからである｡こうした問題を

認識している研究者は､じつは日本はもちろんのこと､欧米諸国でもタイ国内でもきわめ

て少数であるO

したがって､タイ国民所得統計の時系列的データの作成は､今後の統計作業において､

もっとも基本的な課題となる.もちろん､この点については国民会計課も十分認識してお

り､1999年 3月に､『タイ国民所得 1951-1996年版』(NationalIncomeOfThalland

1951･1996Edition)を刊行した｡これは､1950年代以降のタイ国民所得を国際基準にそっ

て整理しなおした最初の画期的な作業であり､現在ではハードコピーだけでなく､インタ

ーネット上 (www.nesdb.goth)でも閲覧が可能となっているo

ただし､この新シリーズでも ｢基準年｣は､対象とする期間によって 4つに区分されて

おり､実質成長率を長期にわたって利用することはできない.

(イ)タイ国民所得 1951-1963年 基準年1956年価格

(ロ)タイ国民所得 1960-1975年 基準年1962年価格

(ハ)タイ国民所得 1970-1990年 基準年1972年価格

(ニ)タイ国民所得 1980-1996年 基準年1988年価格

7 国民所得統計の作成とその問題点

国家経済社会開発庁 (NESD】】)の組織は､図3･1に示したとおりであるOもともと､経

済開発計画策定､統計整備､対外援助の3つを柱に発足したが､1963年の機構改革で､統

計整備は国家統計局に､対外援助の窓口は対外経済協力局に､それぞれ分離独立した｡現

在の国家経済社会開発庁は､5つのグループからなる｡すなわち､(1)総合政策･企画担当､

(2)経済政策 ･インフラ部門担当､(3)地方 ･農村開発担当､(4)人的資源開発､生活の

質の向上､環境問題への取り組み､(5)研究分析と開発政策の成果の普及､の 5つがそれ

である.このうち､｢国民会計課｣は､(1)総合政策 ･企画担当に所属し､国家経済社会開

発庁の中では､もっとも重要な地位のひとつを占めた｡ちなみに､1999年まで長官を務め

たウイラット氏は国民会計課長からの生え抜きの昇進である｡

さて､国民所得会計の作成 (1988年以降)を､そのデータ源泉別に整理したのが､表3-9

であった｡これによると､1988年以降の ｢新シリーズ｣の国民所得統計作成のデータ源泉

は､｢国民生産｣｢国民所得｣｢国民支出｣｢資本形成｣の4分野で328種 (ダブルカウント
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図3-1 国家経済社会開発庁の組織図 (1992年現在)

総 合 企 酉 立 案 課

経 済 分 析 ･策 定 課

経 済 分 野 企 画 課

国 民 会 計 課

イ ン フ ラ 事 業 課

経 済 事 業 課

官 民 連 絡 調 整 課 ★

企画実施分析調整センター

農 村 開 発 調 整 課

北部タイ地域開発センター

東北タイ地域開発センター

中部タイ地域開発センター

南部タイ地域開発センター

課

課

課

課

南

画

酉

整

企

企

調

計

源

境

発

会

…

…

…

社

人

技

都

総 務 ･ 調 整 課

開 発 成 果 評 価 課

開 発 研 究 .普 及 課

(出所)WarasanSetthakltlaeSangkhom,VoJ.29,No,l,Jan.-Feb.1992,p.38.
(汰) (1)官民連絡調整課は､1981年､プレーム政権の時代に設置された ｢経済問題を

解決するための官民連絡委員会｣の事務局｡

(2)地域 ･農村開発グループは､1970年代に世銀の r農村貧困の族滅｣方針に連携

して設置されたもの｡
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を含む)に達している｡

依拠する資料は､国家経済社会開発庁自体が作成するデータ (21種)､国家統計局 (36

種)､中央銀行 (20種)､大蔵省 (ョo種)､大蔵省関税局の通関統計データ､農業 ･協同組

合省 (24種)､商務省 (24種)､内務省 (27種)､工業省 (16種)､運輸通信省 (14種)､

国営 ･公企業 (34種)､政府金融機関 (9種)など多数に及ぶ｡このうち､国民所得統計を

推計する上で重要な比重を占めるのは､次の6つであろうO

(イ)大蔵省関税局の貿易統計､とりわけ輸入統計O

(ロ)大蔵省歳入局のセクタ一別 ･業種別の法人税の推移｡

(ハ)中央銀行の ｢製造業生産指数｣の推移O

(ニ)商務省商業経済局の ｢消費者価格 ･卸売り価格指数｣の推移｡

(ホ)国営 ･公企業の生データ｡

(へ)5年毎の投入産出表の調査の結果O

(ト)国家統計局の経済社会調査 (家計支出計調査)の結果｡

国民総支出は､もっぱら(ト)に依存する｡一方､製造業その他の付加価値額の推定は､

(イ)から (へ)のデータが基本であった｡そこで､製造業を例にとると､次のような問

題が生じたC

タイの ｢工業センサス調査｣はまだ信頼性が低い｡したがって､付加価値額の推計に企

業ベースのデータを利用することは､政府独占業種 (タバコ)もしくは寡占業種 (酒､セ

メント､板ガラスなど)を除くと､ほとんどできない｡多くは輸入原材料金額 (鉄鋼､化

学など)を基本とし､さらに生産指数と物価指数の推移を加味して推計するのが一般的で

ある｡その結果､分野や製品が多岐にわたる鉄鋼や化学の分野の推計は､どうしても過小

評価となる｡5年毎の ｢投入産出表｣で補正をするとはいえ､製造業の正確な付加価値額は

まだ得られていないのが､実情であったOくわえて､業種毎の雇用統計も各年毎は得られ

ないから､-人当たりの労働生産性の推移を算出することもできない.これは､タイのマ

クロ経済の分析にとって､大きな制約となる.28

もうひとつの大きな問題は､投資と貯蓄に関するデータであるO最近のタイでは､投資･

貯蓄ギャップの拡大が大きな問題となったDつまり､家計貯蓄の低さが､10%を超える投

資 ･貯蓄ギャップを引き起こし､これをファイナンスするために､中央銀行は高金利政策

とバーツの対ドル ･ペッグを維持した｡その結果､短期の資金が海外から大量に流入し､

これが過剰流動性を招いて､経済危機のひとつの要因となったという議論がそれである｡

この場合､立論の根拠になっているのは､当然ながら国民所得統計の中の ｢貯蓄｣の項

目である｡しかし､貯蓄の推計は､下からデータを積み上げるのではなく､先にGDP推

28業種別の雇用統計については､工集省工場登録課と労働福祉省が､それぞれ別個にデータを作成してい
る｡また､これとは別に国家経済社会開発庁自身も､独白の推計を｢5カ年計画｣毎に行なっている｡
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計値があり､把握しやすい政府貯蓄､ついで民間企業貯蓄や減価償却費を控除し､他方で

は政府と企業の固定資本形成を推計して､残った部分を ｢家計貯蓄｣とみなすのが普通で

ある｡そのため､家計貯蓄の推計値が実態と整合しているかどうか確認することは､きわ

めて困難であるO国民会計課もある程度認めているように､家計貯蓄の推計が過小評価に

なっている可能性は高い｡

最後に､1997年の経済危機にともなう新たな問題も生じている｡すなわち､国民会計課

は､これまで年次報告を中心に作業を行ない､これと並行して地域別県別生産の時系列デ

ータと､｢四半期ベース｣(1993年第4四半期より利用可能)の国民所得統計をそれぞれ必

要に応じて刊行してきたOところが､経済危機以降､IMFの指示により､国民会計課の主

たる仕事は ｢四半期別データ｣の作成とより迅速な発表に移行したOその結果､現在では

市場価格にしろ固定価格にしろ､過去 6年間の成長率の推移は､この ｢四半期別データ｣

に依存せざるを得なくなっている｡｢四半期別データ｣は速報性には優れているが､データ

のカバリッジに限界があり､同時に数値の変更も頻繁になされる｡その分､中長期の経済

分析にとっては､制約条件が大きいのである｡

以上のように､タイの国民所得統計には､検討すべき問題がまだ多く残されている｡も

っとも､問題はタイの統計技術の未発達や未熱さにあるのではない｡むしろ､関連するデ

ータの未整備 (工業センサス､商業センサス､雇用統計など)､予算と人材の不足､政府の

時系列データの重要性に対する認識の低さなどに起因しているO国民所得統計がマクロ経

済分析のもっとも基本になる以上､上記の問題が近い将来克服されることが望まれる｡
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表3- 9 国民所得統計作成に利用 しているデータの源泉 (1988年新版)

合計 経済社会 統計局 中央銀行 大蔵省 大蔵省 農業省

BEl発庁 NSO 80T 阿税局

≡;播 葺……≠痕 垂轟三滴 碗頓績…≡三三;≡;≡;≡;
A業 4 4

畜産業 4 4

漁夫 1 1

林業 2 1 1

鉱業.採石業 2 1

製造業 15 2 1 1 1 1 1

電気ガス水道 9

jZ等通信業 29 2 1 1

卸売.小売業 之 1

金k.保換 .不動産業 13 1 1

サ-ビス業 9 3 2

;:;く妻;‡:…解凍詐耗:;:;:;:≡:;:

被雇用者の報酬 30 2 7 6 1 2
10 2 2 1

民間貯蓄 5 1 2 1 1
16 1 2 1 3 3

政府収入 10 1 4

利子収入 8 1 1

移転所得 5 1 2

:::C鞍l::掬扶煮81-;:;:::;:;: 0
7 2 2
7 2 1

4 1 3

6 1 1 1 1

6 1 1

6 1 2
2 1

6 2 1 1

5 1 1

20 1 1 1 1

17 1 3 3 1 1

7

10 1 2 1

4

i;;錬 ま三三車軸車軽.≡三三;:書:芋三

建築物投資 21 5 2 2
機械設備投資 13 1 2

政府棲械設備投資 8 1 1 1

在庫変動 3 1 1

席却禁 2 2

合 計 328 21 36 20 30 ll 24

【

末庚作成.

(汰) (1)その他省庁には､国防省､司法省などを含む, l l l
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表3-9 (続き) 国民所得統計作成に利用 しているデ-夕の源泉 (1988年新版)

i ∫

商務省 エ兼省 内務省 SE輪 . 首fEl府 環境省 ~教育省

通信省 大牢庁

;三:韓.繁遵奉垂範.浦 和軸 ;≡:≡:±;i;≡

A某

畜産業

漁業

林業

鉱業 .採石業 1

製造業 2 3 1
電気ガス水道 1 1 1 1
運輪通信業 1 1 7
缶】亮.小売業 1

金散 .保険 .不動産薫 2 1 2 1
サービス薫 1 2

;:≡(辛:‡:三8l韓辞耗:≡:≡:;:≡:;

被雇用者の報酬 1 2 3 1

民rIl貯蓄

1 1

政府収入 1 2
利子収入 1 3
移転所得 2

:;:を封 主:脈 薫剖:≡:;ニ::::;:

民FFl消菜支出 (食品) ー Z
民FI滑朱支出 (飲料) 1 2
民間滑兼支出 (タバコ)

民間清文支出 (衣類) 1
民間 1 1

民間 1
民間 1
民間 2
民間滑JE支出 (医療) 1
民間 1 1 1 4

民間 文支出 (文化娯兼) 1 2-
民間 突支出 (その他柴目) 1 2 a
政府 文支出 (中央政府) 1 3
政府 3

;;三蜂 ‡:;樹 綻::半≡;≡:

建築物投資 1 5 4
機械設肯投資 1 1 1 2
政府機械設肯投資 2 3

在庫変動 1
保却文

合 計 24 16 27 14 14 3 7
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表3-9 (続き) 国民所得統計作成に利用 しているデータの源泉 (1988年新版)

l

その他省庁 政府系 Bl営. 民間企業 バンコク その他

政府t*閑★ 金融機関 公企業 民間日休 都庁 分類不能

;≡…醸葺≡≡南膏重奏;滴頼.締 ;≡;≡;……喜≡≡
農業
畜産業

漁業

林業

鉱業.採石業

製造業 1 ー
電気ガス水道 5

蓮捨通信業 1 10 5

卸売.小売業

金融 .保険 .不動産業 4 1
サービス業 1

;:≡(妻≡主:≡輪 帯耗:≡:;:::i:;:
被雇用者の報酬 1 2 2

3 1 1

民間貯蓄

1 3

政府収入 1 1
利子収入 1 1
移転所得

:;:H:li:舶 義朝:≡:;:i:::;:

1

1
2
2

1 1

1 4 4
2 3

1 1
2

1

i軸;真書三鎖 車軽 さ…キミ
建築物投資 2
機械設価投資 1 1 2 1

政府様様設価投資

在庫変動

償却柴

合 計 ll 9 34 17 7 3
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付表3-1 タイ名目GDPの推移 (1960- 1996年) :市場価格 (単位 :100万パーツ)

年次 名目GDP 合計鞘*支出 民F'1消党支出 政府消モ支出 合計yt本形成 在Jt増加 斡出 ●入

19601961196219631964196519661967196819691970 535863687484101108116128135 8470937967037594746639 444853566166758593100108670118050808091908951591619562085 34445567889 328492752884613574663231883504465 1111 342626298924478334288360736058620 111122233 5515938519836427777425 1.1,3,1,3,1,903604644253469026544758958103066 ll1ll111212122 441076838161039387342300425368715 11111112222 184932194551188488706704159937316

r9'ラ619711972197319741975ー9761977197819791980 '1ー4ラ153170222279303346403488558658 8517761006191629266109 1191221361702162422753143694305207649176722586778568205 10310411749,19'6,823.605,037,135,292,665,865,983,028,624 11121231345681578676572635085290009923583798431 333466710121416 9587313731806722495915 21-1109ll331498 3649592134544258479130 223416578912615914052794031727769511553208250736 a23466710ll1620 569859632523884683673399721740180

1190211

237271314364438

19801981198219831984198519861987198819891990199119921993199419951996 662,760,841.920.988,1.056,日 33.1,299,1,559,1,856,2,183,2,506,2,834,3,179,3.643,4,194,4,689.482356569989070496397913804992545635677451848600600 5155936457187598008409281.0411.2071.4401.6091,830a,0482,3252,6552,98601842415813032883482887136133189700411645600000 4349535962656978881,031,231,371,551,731,972,252,53 58541799156093736578406400856398106249742924570000 8197110118130142144,147,156.176,205,231.280,315.354.396.448ー,433,007,167,577,100,923564224710798354127203982400900900 183.212,226,262,282,Z86,292,359,478,642,881,1.043.1,111,1,252,1,451,1,754,1,914,98821721359991926538776552891191020 912-3138ll132982130201618218 7317733116054378209914256257360000 159,181.192.185,216.245,290,375,514,648,745,901,1.046.1,198,1.408.1.749,1,808,734325870ZZZ401252170597922490286494659862362ZOO700 20222025252726365369901.061,161,311,562.002.07 180029282184557073131317596101456491170000896800000

(出所)新シリーズ:末席作成｡

(1)NatlOnalAccountsDlvIS10n,NESDB,NatlOnaHncorneofTTlalland1960-1970(1962BaseYearSenes),Bangkok,1997.
(2)Nat(onalAccountsDlvISl0n,NESDB,Nat10nallncomeofThaLland1970-1980(1972BaseYearSen'es),Bangkok,1997
(3)NatronalAccountsDIVIS10n,NESDB,Nat10nalIncomeoHllailand198011990(1988BaseYearSenes),Bangkok,1997.
(4)NatlOnalAccountsDlvIS10n,NESDB,RaTdalPrachachatkhongPrathetlllalChabapPho.So.2538,Ban9kok,July1997.
(5)1960-69年､1970-79年.1980-96年は連銭しない｡

(6)1995､1996年は推計任.
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付表3-2 タイ失笑GDPの推移 (1960-1997年)

1960-70年 .･1962年固定価格 ;1970-80年 .･1972年固定価格 ;1980-96年 .･1988年固定価格

(単位 :%､100万バーツ)

年次 成長率夷fGDP 成長率 成長率 成長率 成長率 金額ベース 金魚ベース 金額ベ-ス 金鉄ベース 金鉄ベース 農業比率 童製造兼比率 -人当たり製溝X JL* 建設兼 金地不動産 美果GDP 点兼 製造X 建設兼 金赦不動産 負 GNP

196119621963 5.288.078.36 9.4712.289.05 3.097.388.9 596369029790125 222325061689797 013997811 863270614 1,2761,4801,614 373737 102199272

196419651966196768 6.617.861乙217.798 8.615.95ll.661Z.ll3 1.263.5913.76-2.86 14.9ll.121.518.5 73798996693486189136 26273029123061785904 655355795465 l$2612604640 12～3.861,136,620,044 35343431 4096330631713

1919691970 .487.927.27 7.13.429.49 9.687.49～.6 4.61.5-0.4 104112120286546728 323536799257174 594821607 944046019 344507104780 313130 ll5Z7613

19701971972 5.04 ll.132 4.3 1.3 9.48 155163694420 424343474850064875 2427893649 8877779ll131213233340 34445556788846208 272608439804826 16161819191909447908517 .058,104

11973l9741975 .19.94.44.8 115.76.～5.8 -1.79.42.94.4 -4.5-～.2-6.04.0 1.13.98.40.3 170186194204076845979428 130201577700 31363840311238477708 967793329625 283879287304 25252424 420623916328

1976197719789 9.49.910.4 15.314.38.783 6.02.312.5 ZZ.719.316.8 6.ll18a.9.ら 223245271,594,727,378 535561764000856 465358943655337 354161037 634303467 242222 212121 ,136,2340,858
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統計局長官経歴

表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsrl ⅥIねNLqyli)岩yllYlldLf一世LI崩

生没年月日:1899年1月15日～1964年12月8日

経歴 :タイ大蔵省統計課長.首相府閣議事務局統計課長､国家中央統計局長官

◎アティボンボングの個人の経歴 ; ◇同氏の回規 ; ◆統計事業.組樺の発展.

年月日 地位､位階 .階級L欽絹名 ethu.Ⅵth,EJfTU77の1前lGi

0 @KorommamunThiwakorawong-prawat ylTゐ 了iTyl笥LgrlU7m4FT/16i)耶…iftf

(PhraongchaoKasemsrlSuphayok,1857- fhlnTIJFTIIJ了nuqt

耶 捌FI'L首Ⅶ1tltflV引崩御TEJPL

生まれる｡三男一女Q次男は早逝.三男は､

ytLJbLILqvl11fg76TaflLn廿日

◎子供時代は.伯父のphraongchaoSuphayok-

kasem (1923-29 大蔵大臣)に可愛がられる

★1909 10 ◎ラーチャウイ夕ヤーライ校の初等4年

◆大蔵省の中に統計予測局 (KromSathiti nTHannytzJlflTnl

Phayakon)を設定する.

初代局長はKTOmmamunPhityayalongkon .▲ _

*同局のアドヴアイザ一には統計専門象の tnEJLnLUa

:q*プ雌:::田端:額.B.l*::#就瑳ず巷i:::;:≡:;:
(Hetkan,p.3)

+MinistryofCommerce,Departmentof

Commerce,DirectorStatistics:｣.A.Cable

PrincePhithayalankanが商業局長に就任.

(D&Ch.1916,p.1201)

◆統計予測局を商業及び統計予測局に改称

(グロマプラ .チャン夕プリ-葬式本)

+DepartmentofCommerce&Statistics

Director-General:PrincePhithayalankan

Advl'Ser:J.A_Cable(1921年まで)

(D&Ch.l920,p.1125;do.1921,p.ll5-3)

★1916 17 ◎ラーチャウイ夕ヤーライ校の8年制を卒業 T14Ldm ndSytzJ1苗b品血 ILluA,lJ了f"I
全校で2番.英雷は1番の成括.

★1916 ◎マハートレク .ウイセ-トに任命.

★1916 ◆タイ統計年輩第1巻 (19ー6年版)刊行.

12分野 (気候.人口､財政､貿易.電信電話､

鉄道.教育.司法関係.農業､政府直営7へン､
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsri LylNIBLFLqvlZI岩ylTYNGLn仏IfrT
生没年月日:1899年1月15日～1964年12月8日 】

経歴 :タイ大蔵省統計韓長､首相府期蔑事務局統計課長､国家中央統計局長育

◎7ティボンボンクの個人の経歴 ; ◇同氏の回想 ; ◆統計事業.組鞭の発展.

年月日 地位,位階 .階級.欽隅名 R'1uYl山 ,EIPl1}17の1前一読

18 ◎大蔵省に入省.同省財務顧閉局 (Financial Leli3zltJf11廿18-1fl叩 m N崩血 tn

AdviserOffice)英簡担当係官に就任.

イギリス人財務雨間の報告書 (Financial

AdviserReports)の手伝いを行なう,

◇この時､初めて統計数字の作成の方法に接し

学ぶ (出所 :Hetkan,p.3)

★1917 18 ◎イギリスに経済学と統計学を学ぶため､ 弓廿1L耶 巧何1arqIJfLLiI珊 EJlflちfu'

大蔵省官莞留学生として派遣される,

◆大蔵省の商業及び統計予測局を廃止する.

代わりに r商業普及会議｣を設置.長官は､

大臣と同格とする.

◆商業普及会鼓統計予測局を再度､大蔵省総務局

(CentralDepartment)の管精に戻す.

*商業関係は商凍省に統合し､統計手業を分私

◇新しい統計予測局は､ひとつ格が下の局

r統計予測一般局J (KromSathiti nⅧ ifEi如 znmruJylt'llJ
Phayakon¶uapai)となる○

★1921′07 ..II"炎;持寄弐:i.茅#:i=蔓粍鞍瀬蒔指砿き=:=.:=.=:.:
同局の局長に就任 (1927年まで).

局長補佐は､KhunAatPhayakan(?)

(D&Ch.1923,p.1163)

★1921(?) ◆タイ統計年鑑窮5巻 (l920年版)を刊行｡

★1922(?) ◆タイ統計年鑑第6巻 (192l年版)を刊行.

★1923 24 ◎ケンブリッジ大学ベンブロード校?に入学.

ただし.その後入院して大手術を受ける.

★1926 健康J=の理由で勉学を断念し､中途帰国する.

27 ◎帰国後､大叢省統計予測局長補佐に任命. 耶nEJLqlf1ちLJifaSiylZnnTfu'f1欝耶 つ1
局長 (chaokrom)は外国人. Fタイ統計年鑑』

第12巻 (1926年版)の作成を補佐する○
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsn

生没年月日:1899年1月15日～1964年12月8日

経歴 :タイ大蔵省統計評点､首相府闇謙事務局統計課長,Bl衷中央統計局長官

◎7ティボンボングの個人の経歴 ; ◇同氏の回想 ; ◆統計事業.組鞭の発展｡

年月日 地位､位階 .階級.欽唱名 qhLMuJ,ZJFfU1号en前l扇

28 ◎7へンと7ヘンの病災に関する大蔵省調査

委且全委員に任命される○

★1927 ◆外国人局長の任期が切れ､統計予測局の

スタッフはタイ人だけとなる｡

◇当時､統計予測局のスタッフはわずかに6名○

局長補佐 (本人).ナ-イウエーン (事務官)

2名､副ナ-イウエーン2名､事務職員1名

だった.事務官一人が､統計年鑑の4-5の分野

を担当し､データを収集.アティボンボングが

全体を統犠し甫集する. (Hetkan,p.5)

★1928 初め ◆タイ統計年鑑第12巻 (1926年版)刊行.

30 ◎phrayaSarit-bannakanの娘. ylTW 1郎lVelJLI羽rufm

KasenbuP-PaAkhamanon と結婚する. Ln廿叫 1JBnalflnLnJYt'
=男二女をもうけるQ(住所 129Khlong

BanglamphuBon,BanPhanTom,Bangkok)

30 ◎大蔵省統計予測局次長に昇鼠 1Javeln77Jil示如Enn了nJ'YIJ'l一山

★1929 半ば ◆タイ統計年鑑第13巷 (l927年版)

◇7ティボンボングが編集を全面的に行なう○

従来の統計年鑑のなかでも､最も詳し<報告書.

タイ人による最初のタイ統計年輩の作成.

(Hetkan,p.7)

31 ◎ジンマ-マン教授 (Zimmerman)による

r第1回農村経済調査グループJに､

大鼓省代表重点として任命され参加する.

◇統計年鑑の作成という日常業務の他に.政府の

調査事業への協力があり､仕事は忙しかつた.

(出所 :Hetkan,p.6)

◆運輸商務省のなかに､農業調査局を設置.

◆経済省を新設する.
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsn' yl山肌壱pla吉ylTYllFT'Lflt+Lrf侍

生没年月日:1899年1月15日～1964年12月8日

経歴 :タイ大蔵省統計課長､首相府閤諌事務局統計深長､国家中央統計局長育

◎7ティボンボングの個人の経歴 ; ◇同氏の回想 ; ◆統計事業､組縛の発展○

年月日 地位.位階 .階級､欽賜名 qlhLLYttjl,tfPrlJー了en前1昂

35 ◎経済省商業局統計予測評長に昇進.

◇経済省の新設と移管によLJ､統計書業は. LFT711守n1了

｢局｣から ｢課｣に格下げとなった.

35 ◎経済省統計予測課長代行に任命される.

◎経済省統計予測珠長代理に任命される.

35

経済省代表委鼻として任命され参加する.

35 ◎アンドリユース教授 (Andrews)の

第2回島村経済調査グループに参加し､

調査に協力する.

35 ◎経済省統計予測課長に任命される.

36 ◎朋鼓によtJ､統計予測編集委員に任命される. 崩血 廿1nlT山 とLna司細別1fl'fuI
36 ◎首相府内閣事務局統計予測編集課長に就任. yTIYIWrlni)一lh論naElnASylZnflSfu

◆統計事業は､首相符内閣事務局付きと､

経済省管轄の事業に2分される. tnZln写句NtJ例了

★1936 ◆ r仏居2479年統計法｣を制定､公布.

◇統計事業の意義と統計予測課の業務内容を明記 b丘nlcl

する○ただし.統計の収集整備に関する権限は

触れず.限界があった.7ティボンボングは､

統計書業機関の中央官庁としての独立性と権限の

付与を､以後主張する○ (Hetkan,p.9)

37 ◎首相府統計予測委員に任命.

★1942 ◆ ｢1942年国家非常時における報告書並びに

各種統計に関する法律｣を制定.公布する.

*1937/ll ◆タイ統計年生第18巷 (1933/34

年版)を刊行する.603ページ､252表.

◇英語とタイ語の併記方式を初めて導入.同時に

再整備する (Hetkan,pp.9-10)

★1939′01 ◆タイ統計年鑑第l9巻 (1935/36年版)

を刊行する.241表を収録.新たに協同組合､
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsri yTJaLJLq'18岩yllYlldLn甘Lr前

生没年月日:1899年1月158-1964年12月8日

経歴:タイ大蔵省統計課長､首相府閉ま事務局統計課長､国家中央統計局長管

◎7ティボンボングの個人の経歴 ; ◇同氏の回想 ; ◆統計事薫.粗描の発展.

年月日 地位､位階 .階級､欽脹名 . qhLLYltN,ZJ机 775Ll崩一言

★1941′05 ◆タイ統計年鑑第20巻 く1937/38年版)

を刊行する.219表を収録○

その後､戦争の影書で統計の収集が混乱となlJ､

同時に印刷所の確保も困難なため､統計数字の

信適性が低下し.刊行も難しくなる.

(Hetkan,p.ll)

◆統計予測編集課を.首相府から商務省データ局

に移管する.

◇事務所はチャルンクルン通LJのSAB辻通りに

あったデ-夕局の事務所のなかに仮設する○

43 ◎気象､並びに統計予測改善委員会委員に任命○

◆統計予測鮪集課を.再度､首相府へ移管するB

(*7ティボンボングの回想では6月.)

45 ◎開溝により.コメ計画重量全委員に任命. f1号了LJn17114ー耶Jn17ーLI'2Iyll

★1944(?) ◆統計予測編集評の事務所を､一時的にワチラ

ウツ卜校､さらにスワヌグラープ校の構内に

移す.

46 ◎ ｢対国連協力委員会｣の首相府代表に任命.

46 ◎閣議によtJ.統計予測改善検討委長会の flftJ珊耶抑17如 17mnll乱叫 qfn了

首相府代表委員に任命される○ 召nQIYIEJ1ー1ちfu

47 ◎r1942年国家非常時における報告書並びに

各種統計に関する法律｣の廃棄のための特別検討

垂ji会委鼻に任命される.

47 ◎開法により､統計予測改善委旦会重点に任命｡

47 ◎r1947年人口センサス訳査｣に関する

模村会詮に､首相府代表として参加.

48 ◎エカフェ垂鼻会の協力委員に任命Q

◎シンガポ-ルで開催されたEI軒統計会話に

タイ側省庁代表として出席する○

49 ◎輸出輸入許可に関する検討委員会の首相府

代表委鼻に任命される○

49 ◎国際食糧農業機構 (FAO)の連絡横閑として
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ン グ の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphon Kasemsri

経歴 :タイ大蔵省統計評点､首相 開溝事務局統計課長､国東中央統計局長官

◎アティボンボングの偶人の経歴 ◇同氏の回想 ; ◆統計事業.組織の発展.

年月日 地位.位階 .階級､軟脹名 qhLLm h,EJftlJJ77611Kn扇

★1949 ◇｢1936年統計法｣に代わる､新しい統計法
の革嘉を準備する.兼ねてからの持論により､

統計事業を中央独立機関とする轟文を盛()込む.

★1949′OZ 50 ◎バンコクでBEI催されたエカフェ経済垂旦会

(ECAFE)に提出する経済統計の収集整備の

専門垂員に任命される.

*以後､エカフェの専門者会議や共同作業が

タイの経済統計の整備に重要な影響を与えた.

50 ◎国東軽済会鼓重畳会中央統計局長官 . 脚lLnLln鮒 17aEi6SilhTltJvn1111iITn

に就任する. L耶巧胴LLYhm5i
◇統計法案を開溝に捷出.直後にアメリカに

出張す尋.

★1949′08 50 ◎ニューヨークで開催された国連の科学技術者 f11d 笥可M14弓ylZn何1榊もaJalFt'fm
会議に出席｡アメリカを視察する. aylLl態甘1tn扇

*ワシントンで統計書業の実態を視嚢.

◆統計予測編集課を､首相府国家経済会話の

管措下に移管する○ 竜 LJW 号

51 ◎国家経済会議統計担当専門官代行に就任.

★1950′03 ◆タイ統計年鑑第21巻 (l939/44年版)

を刊行する.統計方法を改善､600ページ.

190表を収録する.

★1950′03 51 ◎タイBl食糧農業横構委鼻会による､

r1950年農業センサス調査｣小委員会の 117維11lPL- atlf1耶3Jn17貞17一旬ah"STtJ

委員長に任命される. Lfl廿例了

◇FAOの国際基準を満たすような調査方法を

この時､提轟する｡

★1950′05 51 ◆/{ンコクでエカフェが､I薫並びに商業に

関する 計斐尊の国転会議を開催.

◎同会鼓こタイ政府代表として出席､剤鼓長を

諌める.

◎国家経済会議統計担当専門官 (特別職)代行.

*l950/ll ◆農業センサス調査を開始.以後9カ月続ける.

◇各担当官庁から担当官が集まLJ､数百名の調査

点を動員して実施した､タイで最初の本格的な
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表2 タ イ 統 計 事 業 の 発 展 と モ ー ム チ ャ オ .ア テ ィ ボ ン ボ ング の 経 歴
名前 :MomchaoAthiphonphongKasemsn ¶N'aLJtgrl白岩yllyHdLf1廿日靖

生没年月日:1899年1月15日～1964年12月8日

経歴 :タイ大蔵省統計課長､首相府関麓事務局統計坪長､国家中央統計局長育

◎アティボンボンダの個人の経歴 ; ◇同氏の回想 ; ◆統計事業.租樺の発見.

年月日 地位､位階 一階級､欽脹名 qhuyldl,EIFT1}77夙1前tei

◆lBMのコンビユ-夕据え付けの式典を開催Q

これによLJ､農業センサス調査結果の電算処理を

初めて行なう｡ (Hetkan,p.20)

★1952 ◆ r仏Ji2495年統計法｣を制定､公布. yl罷れ飢軸滞if編 yt.れ15G,dG
r中央統計局｣の設置とLその任務権限について

初めて明記する｡

*1952/Ol 52 ◎バンコクで開催された､El連主催による

貿易統計作成への国庶基準の連用に関する

国際会読に､タイ代表B]団長として首席.

◇国際棟準商品分類､国際標準産業分類の適用

を検討する.貿易の商品分矧ま.この時初めて､

Thon,Muwat,Mu.Mu-noi,KhoRaikanYoi

の r5段階｣の詳細な分美削こ変更した.

(Hetkan,p.Zl)

★1952′09 53 ◎バンコクで開催された､国連主催による

エカフェ統計担当専門書会議 (第2回)に.タイ

代表団EZ]長として出席する.

*1952/09 53 ◎同時に､エカフェによるアジア農業統計整備の

ための訓練運営委員会萎最長に任命.

★1952′10 53 ◎カナダのオツタワで開催された国連とカナダ

政府共催の r統計整備国際会話｣に､タイ代表

として､招碑される｡

*1953 ◆ ｢仏暦2496年工業センサス作成に関する ylryTltrfl岬か1前lYh表1山九

勅令｣を制定､公布する○ 司紺1YEf117uYf.FT,tELGrdb

★1953 ◆ ｢泉計所得支出の調査に服する勅令Jを制定○ yl思Zn鮒岬か1前は17つ勾引ZLlelvtta冨

★1954 ◆ r事業並びに国展の状況に関するセンサス yt忘汚1tfft岬か1前lY1'ldlLJ血 lLiIZ

と調査に関する勅令｣を制定. 東1号つqn1号甲FiqLLiI珊17afm Y2lill

山 地1m Yt.FT:dtgddd
★1954 55 ◎国民の健康に関する統計委員会委員に任命.

★1955′02 ◆国連捷閑と協力してタイ全国で1954年

時点の人口､労働力.事業所の訳査を開始.
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